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【巻頭】

オセアニア教育研究と私：

移動する人々に関する比較教育の20年

朝水宗彦

(山口大学東アジア研究科）

はじめに

私がオセアニア教育と関連する研究分野に出会ったのは、バブル経済のころ、秋田

に在住していた学部での共通教育（当時は一般教養）の授業の中である。共通教育の

中に世界各国の社会や文化を学べる１５回のオムニバス授業があり、その中にオース

トラリアの多文化社会について学べる週があった。その後同国の多文化教育について

興味を持ち､上記授業のコーディネーターの先生の薦めもあり、1992年度にブリスベ

ンにある提携校に留学した。帰国後はオーストラリアにおける移民政策および多文化

教育に関連するテーマの卒論を書いたが、同国についてより強い探究心が目覚めたた

め、上京して大学院に進学した。上京後は大学院の恩師の薦めでオセアニア教育学会

（当時はオーストラリア教育研究会）に入会したが、それが契機となって学部時代に

オーストラリアについて学んだ先生と再会したので世の中は狭いものである。

大学院在学中は時間的な余裕があったので好きなテーマで研究ができたが、１９９９

年に常勤で北海道に就職し、さらに九州へ転職した後は、各大学における担当科目や

その他の学務の関係上、なかなかオーストラリアの移民政策や多文化教育に関する研

究に専念することは難しかった。しかし、オーストラリアと他の国々 とを比較研究す

る手法を学部時代に身に着けることができたため、勤務先では昔学んだスキルを活用

することができた｡学部の頃何気なく受けた授業が今の仕事でも役に立っているので、

世の中は何が起こるのか分からない。なお、上記のオムニバス授業はオーストラリア

だけでなく、アメリカ合衆国やシンガポール、スイスなど、様々 な多民族・多文化社

会を事例の対象としていた｡これらの国々 は現在の私にとって主要な授業対象であり、

さらにカナダやニュージーランド、フイジーなども含めた多国間の比較が主な研究手

法になった。

私の元々 の研究対象は多文化教育や移民政策であったが、常勤での就職後は観光政

策に関する授業を主に担当してきた。観光政策は大学院の頃に若干研究していたが、

乱暴に言えばI移民」も「観光客」も移動する人々 を対象とするため、元々 は軽い気

持ちで観光関連の授業を引き受けた。しかしながら「ビジット・ジャパン・キャンペ

ーン」の導入や「観光庁」の設立など、その後日本政府が観光政策を重視するように

なったこともあり、今では観光関連のテーマが研究の中心となっている。特に日本各
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地の大学が観光関連の学部や学科を40以上も有するようになった2009年現在では、

常勤での仕事だけでも１０年以上続けてきたオーストラリアにおける観光研究や観光

関連の職業訓練に関する研究が貴重な業績になり、試行錯誤を続けた実践報告が第三

者にも活用されるようになっている。日本の教育全体を見ても、１０年は学習指導要領

が改訂される程の長さである。さらに、私がオセアニア研究と出会ってからちょうど

20年経つので､この場を借りて私の研究分野から見た日豪関係の移り変わりについて

まとめてみたい。なお､２０年経つと記憶が定かではないので､本稿では昔の拙稿や当

時参考にした文献等を再考しながら歴史的な変遷をたどっていく。

１．オーストラリアに関する観光教育の研究

私の研究分野の重点は多文化教育から観光政策に移っていったが、オーストラリア

の教育とまったく無縁になったわけではない。むしろ異なった分野の研究を行うこと

により、学際的な視野が広まった。たとえば観光政策に教育が関連する分野の一つと

して観光教育がある。１年間ではあったが学部の時ブリスベンに留学していため、バ

ブル前後における渡豪日本人観光客の急増や日本語を学習するオーストラリア人の増

加、オーストラリアにおける観光関連の教育コースの新設などは無意識にリアルタイ

ムで体験してきた。大学院進学後に観光教育について若干研究するようになり、その

後勤務先で業務の一環として本格的に観光教育に関する研究を行うようになったが、

特にオーストラリアを先駆的な事例として調べるようになった。さらに、オーストラ

リアにおける教育および同国における観光に関する先行研究は１９９０年代の時点でも

ある程度の蓄積があったため、同国における観光教育の研究は少なくとも１９８０年代

よりは行いやすかったと思われる（朝水1995：157-158)。

ただし、一口に観光政策や観光教育といってもバブル期と現在とではトレンドが大

きく異なっている。私がブリスベンに留学していた1990年代初頭はバブル経済が破

綻したのにも関わらず、日本からオーストラリアへ渡航する観光客の数はまだ伸び続

けていた。私を含め、当時の多くの人々 はバブル崩壊後の不景気がこれだけ長く続く

とは思っていなかったため､1990年代における日本人研究者によるオーストラリアを

対･象とした観光研究はインバウンド（受け入れ）が中心であり、日本を対象とした国

際観光研究はアウトバウンド（送り出し）が主流であった。現在のようにオーストラ

リアから来日する観光客が増加し、ニセコや白馬などで外国人向けのリゾート開発が

行われるようになるとは1990年代の時点で予想できた人は専門家の間でもほとんど
いなかったと思われる。

私も１９９０年代の時点ではオーストラリアにおけるインバウンド観光政策やインバ

ウンド観光に必要な人材を育成するための教育機関について研究していた。当時すで

にオーストラリアではインターネットが普及していたため､『オセアニア教育研究』の
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場を借りて観光系教育機関の簡単なＷｅｂディレクトリーを作成したこともある（朝

水1996：30-31)。また、Ｗｅｂディレクトリー研究の応用編としてオーストラリアに

おけるエコツーリズム教育機関やアボリジニ観光教育機関などについて調べたことも

あるが、これらはインバウンド観光地としてのオーストラリアを先駆的な事例として

扱い､調査を行った(朝水2001：178-179)。私の研究テーマ以外にも、たとえば｢オ

ーストラリアにおける日本語通訳ガイドの人材育成｣や「オーストラリアにおける日

本人ワーキングホリデー客」に関する研究が１９９０年代の時点では少なからず行われ

ていたが、これらもインバウンド観光の視点から考察されていた（朝水１９９５：

159-163)。日本語通訳ガイドや日本人ワーキングホリデー客の研究は現在でもなお続

けられており、オーストラリアにおける観光教育や職業訓練の分野では日豪両方の専

門家にとって定番のテーマになっている。

２．アジア太平洋地域における国際観光と観光教育

しかしながら、バブル崩壊後のいわゆる「失われた１０年」の間、日本における国

際交流の状況は大きく変化していった。不景気が続き、新たな外貨収入源が重要にな

った日本政府は２００３年に「ビジット・ジャパン・キャンペーン」を開始し、オース

トラリアはアメリカ合衆国や中国、韓国と同様に日本にとって重要な外国人観光客の

供給元としてみなされるようになった｡他方､1990年代初頭の不景気が回復し、ドル

高が進んだオーストラリアはアウトバウンド観光が発展し､2000年代後半になると同

国のアウトバウンド観光はインバウンドを上回るようになった(朝水2009:31-32)。

日本がバブルの頃、高い失業率に苦しみ、生活のために日本人観光客相手の仕事を

始めた当時の若いオーストラリア人の中には１０年間の時を経てスキルを高め、商才

を現す者も登場し、「安い」日本でオーストラリア人向けの観光業を営んでいる事例が

少なからず見られるようになった（朝水２００９：33-35)。バブルの頃に「安い」オー

ストラリアでリゾート開発を行った当時の日本と、現在日本で観光開発を行っている

オーストラリアとは似ている点があり、現在の日本ではオーストラリア人観光客を受

け入れるための観光・ホスピタリティ教育が一部の地域で盛んになりつつある。

観光産業の発展の歴史を反映し、従来観光教育と言えばヨーロッパや北アメリカに

おける高等教育機関や職業訓練校が世界的に知られていた。しかしながら１９８０年代

後半に日本人観光客が急増したオーストラリアではバブル崩壊後に日本からの団体旅

行客相手の観光産業が次第に成り立たなくなり、他のアジア諸国からの観光客受け入

れに力を入れるようになった。さらに、大規模なリゾート開発だけでなく、エコツー

リズムやアボリジニ観光といった付加価値の高いニッチ的な観光形態がオーストラリ

アで発展しつつある。このような観光産業のトレンドを受け、オーストラリアの観光

教育や観光研究もまた変化してきた。ホスピタリテイ教育や観光マネジメントの分野
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では現在でもヨーロッパや北アメリカにおける高等教育機関の実績が顕在だが、エコ

ツーリズムなど新たな観光分野ではオーストラリアにおける研究機関の役割が世界的

に注目されている（Asamizu2009a:41-45)。

部分的に注目を浴びているオーストラリアの観光教育･研究機関であるが、世界的

に見ると新たな競合相手が生まれつつある。アジア太平洋地域における観光産業の発

展に伴い、同地域では人材育成のための教育機関の設立や学術研究のためのネットワ

ーク作りが顕著になってきた。たとえばオーストラリアと同様に日本人にとって良く

知られた観光地であるシンガポールの場合､1994年から「ツーリズム・アンリミテッ

ド構想」を実施し、近隣のインドネシアやマレーシアなどと共同で国際リゾート開発

を行うようになった（朝水2008:8-9)。さらに、シンガポールでは｢東洋のアイビー

リーグ構想」を１９９８年から実施しており、同国に世界の著名大学による分校やシン

ガポールとの共同経営校を誘致している（朝水2008:6-7)。オーストラリアにおける

観光や私費留学はアメリカやイギリスと比べると１９９０年代の時点では割安感があっ

たが､2000年代の為替レートを考えると必ずしも安くない｡オーストラリアは東南ア

ジア諸国と品質の面で競争できたが、近年では観光産業の面でも観光教育の面でも良

質な競合者が近隣に登場している。

３．留学の多様化と教育観光

他方、シドニーオリンピックの頃までインバウンドの観光客数が順調に伸び続けた

オーストラリアであるが、近隣諸国のリゾート開発や豪ドル高の影響などにより、近

年のインバウンド観光客数は成長が停滞している。むしろバブル期の日本と同様にア

ウトバウンド観光国になりつつあるオーストラリアであるが、留学生に視点を転ずる

と今でもインバウンドが増加傾向である。そのため、現在のオーストラリアにとって

インバウンド留学はかつてのインバウンド観光と同様かそれ以上に重要な産業として

注目されるようになった。２００８年の時点でのオーストラリア在住の国際学生は

435,263人であり、インバウンド教育により155億豪ドルの外貨収入があった（AEI

2009a:ResearChSnapshot)。留学生の主な出身国と外貨収入を見ると、中国96,753

人（34億豪ドル)、インド75,390人（24億豪ドル)、韓国28,296人（11億豪ドル）

であった(AEI2009b:ResearchSnapShot)。これらのインバウンド留学生であるが、

出身国にとって特徴がある。中国出身者はいわゆる大学への正規留学が多いが、イン

ドからはｍＦＥ（TbchnicalandnlrtherEducation)などの専門学校での職業訓練、

韓国からはＥＵＣＯＳ(EnglishLanguagelntensiveCourgeshOverseasStudents）

と呼ばれる英語コースでの語学研修を目的とした留学生が多い。

オーストラリアにおける高等教育機関で私費留学生の受け入れが自由化されたのは

1980年代末であり、アメリカ合衆国やイギリスと比べると後発的であった｡先発組と
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比べると世界的な知名度が高くなく、なおかつ新設校も多かった当時のオーストラリ

アに拠点を置く高等教育機関は私費留学生受け入れの点では不利であった。しかし、

オーストラリアの高等教育機関は編入プログラムや海外キャンパス、ダブルディグリ

ー(海外とオーストラリアの学位)、ツイニング･プログラム（たとえば海外のディプ

ロマとオーストラリアの学位）など、従来の留学より学生にとって受け入れやすい体

制を整備し、数の面では留学生がヨーロッパの主要国に匹敵するようになった。

上記の様々な留学生受け入れに加え、オーストラリアにおけるインバウンド教育産

業で顕著なものにいわゆる「教育観光」がある。教育観光とは主に大学や高校などの

教育機関が学習目的で提供している移動を伴うプログラムとその社会的な現象を指す

が、教育機関以外の業者や団体が提供するプログラムもある。日本人にとって良く知

られている教育観光として修学旅行、研修旅行、ゼミ旅行などが挙げられ、国内外で

行われている。バブル経済期の日本では、高校生のための全校的な海外修学旅行や大

学生のための海外提携校における語学研修プログラムなどが発展し､1992年から文部

科学省が「高等学校における国際交流等の状況」にて海外修学旅行や海外研修につい

て隔年で調査を行うようになった。近年の傾向として、高校生向けの海外プログラム

は目的地が選択可能な小グループ旅行、大学生の場合は職場体験ツアーやボランティ

ア活動など体験型プログラムが人気とされる。

「高等学校における国際交流等の状況」によると、日本から海外への修学旅行参加

者数は近年伸び悩んでいるが、日本からオーストラリアへの修学旅行参加者数はまだ

伸びている（文部科学省2007：３０)。

日本から海外への修学旅行参加者数（単位：人）

79,332（1992年)、96,672（1994年)、130,669（1996年)、161,438（1998

年)、196,971(2000年)、182,986(2002年)、162,299(2004年)、177,750

（2006年）

日本からオーストラリアへの修学旅行参加者数（単位：人）

2,309（1992年)、7,906（1994年)、14,239（1996年)、17,642（1998年)、

22,769（2000年)、26,114（2002年)、33,970（2004年)、38,832（2006
年）

(以上、文部科学省2007：３０）

引率者を伴う全校的な１週間程度の修学旅行に加え、学生ビザを伴わない教育観光

には数週間程度の研修旅行もある。日本から海外への研修旅行参加者数は近年伸び悩
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んでいるが、日本からオーストラリアへの研修旅行参加者数はまだ成長の可能性があ

る（文部科学省2007:34)。

日本から海外への研修旅行参加者数（単位：人）

31,688(1992年)、32,465(1994年)、34,110(1996年)、37,426(1998年)、

39,310（2000年)、33,240(2002年)、34,782(2004年)、30,626(2006年）

日本からオーストラリアへの研修旅行参加者数（単位：人）

4,624(1992年)、6,767(1994年)､8,290(1996年)、10,164(1998年)、11,188

（2000年)、10,319（2002年)、11,175（2004年)、10,204（2006年）

(以上、文部科学省2007:34）

オーストラリアにおいて国際的な教育観光はすでに社会現象として顕在化している。

学生ビザを伴わない短期（たとえば３か月未満）の教育観光は統計が未発達な国々が

多いが、オーストラリアの場合いわゆる正規留学だけでなく、英語教育の業界団体

（EnglishAustralia）によるEImCOS在学者の統計調査も行われている。さらに、

オーストラリア政府観光局（IburismAustralia:Ⅷ）は2007年に「教育観光レポー

ト」（StudyTburismReport）の出版を行った。つまり、オーストラリアにおけるイ

ンバウンド教育は学位留学から教育観光まで幅が広く、なおかつ政府から業界団体ま

で幅広く調査が行われている。

このようにオーストラリアにおけるインバウンド教育は質量共に発展してきたが、

この分野でも競合者が生まれつつある。確かに高等教育機関の海外進出や教育観光の

商業化の点ではオーストラリアは他のアジア太平洋諸国より先駆的である。しかし、

中国による孔子学院の開設や日本のグローバル３０に伴う海外拠点の増設など、留学

に関する新たな動きもある。さらに、教育観光の分野でも、マレーシアやフィリピン

などは比較的英語が普及しているため、国外からの教育観光客を積極的に受け入れる

ようになった。

現在のオーストラリアにおけるインバウンド教育にとって競合者は英語圏諸国の英

語プログラムや非英語圏の現地語のプログラムだけでない｡たとえば観光教育の場合、

日本では近年インバウンド観光の発展のために必要な人材が求められるようになり、

学部レベルだけでなく、大学院でも高度な政策決定を行える人材を育成するようにな

った。インバウンド観光の発展に必要な人材育成や専門家のネットワーク作りは日本

よりも韓国や台湾、さらに近年では中国の方が積極的であり、これらのアジア諸国を

拠点とする観光関連の教育･研究機関や国際学会等も急速に発展しつつある。これら
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新興勢力の教育・研究機関および国際的なネットワークでは英語が共通言語になりつ

つあり、非英語圏の国々 の中でも英語で専門知識を学べる教育機関が増えつつある。

たとえば日本は高等教育機関における日本語以外の言語で学位を修得できるプログラ

ムが1960年代の時点でわずか2校のみ実施されていたが､2008年度の文部科学白書

によると６８校まで増加しており、その中には観光関連の分野も含まれている（文部

科学白書2008：２２)。

教育観光の分野でも非英語圏諸国の成長が可能性を秘めている。日本の場合、バブ

ル期は典型的な教育観光の送り出し国であった。しかしながら、日本を含んだ非英語

圏諸国の間でも、教育と観光の結びつきはアウトバウンドだけでなくインバウンドの

視点からも優良なＳｒｒ(SpeciallnterBstTburism)の１つとして徐々 に広まりつつあ

る。たとえば日本の文部科学省はフレンドシップ・ジャパン・プランを２００５年に開

始し、姉妹校交流などを通じ、当時年間４万人日本の高校等へ訪問していた生徒の数

を2010年まで８万人に増加させる計画を立てた(文科省2008:286)。いくつかの日

本の大学もまた、日本語を用いない短期の研修コースを開発し、日本に興味を持って

いる学生に対する門戸を従来より大きく広げている。

おわりに

以上、私がオセアニアに関する教育に興味を持ってから２０年間の移り変わりにつ

いて、私の研究テーマを中心にまとめてきた。多文化教育から観光教育を経て、最近

取り組むようになった教育観光まで、私の主な研究テーマは変わってきた。研究テー

マが変わった要因の一つは勤務先での業務内容との兼ね合いであるが、それだけでは

ない。移民、留学生、観光客など、オーストラリアおよび日本における国際的な人々

の移動に関する社会状況の変化もまた、私の研究テーマの変遷に反映されている。

たとえば永住者や長期滞在者が多い移民、学生ビザを伴う正規留学生、宿泊を伴う

余暇目的の観光客は各国で統計調査が行われており、オーストラリアでも十分研究が

行われてきた。しかしながら、「オーストラリアにおける教育観光｣や「日本における

英語開講のコース」などのテーマは個人的に興味があり、長年研究したいと思ってい

たが､２０年前の時点では客観的な統計資料の整備が不十分であったため、なかなか文

章にまとめることができなかった。言い換えれば､私の研究にとって重要な統計調査

や先行研究が十分蓄積されるようになった背景として、これらの事象が従来よりも社

会的に注目されるようになったことが挙げられる。

本稿では私の研究のうち、主に教育に関する分野を見てきたが、「一研究者の研究」

を時代別に分析することにより、それぞれの歴史的な特徴を抽出できる。むろん私の

研究歴はベテランの研究者の方々 と比べれば半分にも満たない。なおかつ研究テーマ

が変化してきたため、特定テーマに関する厳密な歴史的比較には不向きである。ただ
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し、良い意味で各時代のトレンドを反映した事例研究を積み重ねてきたため、今読み

返してみるとそれなりに自己評価ができるのではなかろうか｡末筆になるが､今回｢オ

セアニア教育研究と私」というテーマで執筆の場を設けて頂いた編集委員の方々に感

謝したい。
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【論文】

オーストラリアNSW州の公立小学校における

学校共同体を創造する活動の展開

山田真紀（椙山女学園大学）

１．本研究の課題と方法

(1)本研究の目的と背景

本論文は、ニューサウスウエールズ州（以下、NSW州と表記）シドニー市にある

３つの小学校での参与観察から得られたデータをもとに、学校共同体を創造する

活動に注目しながら、オーストラリアの市民性教育'の実態に迫ろうとするもの

である。

オーストラリアは以下の先行研究のなかで明らかにされているように、これま

でも市民性教育に熱心に取り組んできた。

飯笹は、オーストラリアを「文化的多様性に関する様々な論点が、学術研究の

対象としてだけではなく具体的な政治の場において、あるいは両者が交差する場

面において見えやすい形で凝縮されており、シテイズンシップ再編のダイナミズ

ムを考察する上で、示唆に富む興味深い素材を提供している」２と位置づけ、そ

の著書の一部において「シティズンシップ教育」について取り上げている3．連

邦政府の強力なイニシアチブのもと進められたシティズンシップ教育は､1999年

に公教育に「デモクラシー発見」プログラムが導入されるという形で結実する。

「デモクラシー発見」プログラムが開発した教材では、オーストラリアは西洋で

生まれた正統なデモクラシーを体現している国家であり、この概念をもって文化

的多様性に関する諸問題も解決してきたのだと子ども達に伝えている。つまりオ

ーストラリアのナショナル・アイデンティティを「デモクラシーの物語」として

再構成する試みである。しかしながら、飯笹は、西洋中心主義的で、文化的多様

性が既に解決済みであるかのように描くこの物語が、果たして「能動的な市民」

を育成するかははなはだ疑問だとしている。

また、見世はオーストラリアの多文化主義政策の方針の変遷について、多文化

主義はエスニックグループに権利を与えるものの、自分勝手な権利主張により社

会が分裂することもありえることから、1980年代の終わりから「義務」について

も強調されるようになり、1990年代には「オーストラリア市民としての共通の価

値を重視する、市民性教育の推進に重きが置かれるように」４なったと整理して

いる。そしてニューサウスウエールズ州とヴィクトリア州における州レベルの多

文化教育の展開について､｢学校教育全体に多文化的なパースペクティブを浸透さ
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せようという方向性を明示」５しているところに特色があると指摘している。そ

して最後に、連邦政府により推進された「デモクラシー発見」プログラムに言及

し、連邦が「オーストラリアの読者：デモクラシーの発見」の教材を準備すると

ともに､2004年には市民性についての国家レベルの評価を行い､６年生と１０年生

を対象に、公民的な知識や理解、アクティブな市民として必要な技術や価値につ

いての達成度を測定するという具体的な施策を講じてきたことを紹介する。しか

し、飯笹と同じように、連邦の市民性教育は、政治制度や法などの知識の伝達が

中心であり、どこまでアクティブな市民を育成できるか疑問であると結んでいる。

また、本柳は、クイーンズランド州の教育が、文化的多様性に対してインクル

ーシブ（包摂）という概念で対応しようと試みる様子を描写している6．この概

念は、本来は障碍児教育を普通学級で行うことを意味していたが、民族、ジェン

ダー､世代の多様性を包摂する概念として使用されるようになり、「すべての生徒

を『排除』することなく通常の学校に受け入れ、その中で可能な限り一人一人の

ニーズに合わせた対応を行う教育」７であると定義される。ここで、「包摂」とい

う目標を達成するために、手段として差異的処遇を行うという点が重要である。

個別に必要なものを特定して補完することにより、結果的に「包摂」がかなうこ

と、すなわち、すべての生徒の学業を成就させるという目標が達成できればよい

と考えるのである。

また、山田は、オーストラリアは「オーストラリア人であるという共通性を模

索し創造する｣、「民族的・宗教的・言語的多様性を尊重すること自体がオースト

ラリアの共通価値である」という一見すると矛盾するかのようにみえる理想を追

求しており、個々の学校では、児童を「オーストラリア人」として育てるととも

に、オーストラリアの共通の理念である民族的・宗教的・言語的な多様性を尊重

する態度を身につけること、そして児童が自らのバックグラウンドに対する理解

を深めることができる教育を展開することが重視されているとし、小学校での実

践事例を示している8．

飯笹と見世は、オーストラリア連邦の市民性教育の理念や政策について明らか

にし、本柳と山田は、多文化社会や先住民族の問題にオーストラリアの学校教育

がどのように対応しようとしているかを明らかにしている。しかしながら、実際

の学校の日常において、市民性教育がどのような構造を持っているのか、市民性

教育の理念や制度が、学校現場においてどのように翻訳され、実践されているの

かについての全体像を描きだすには至っていない。

(2)概念の整理と研究の枠組み

そもそも、オーストラリアを対象とした研究に限らず、市民性教育の研究には
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難しさがつきまとう。それは「市民性」という概念が指し示す内容が多様で暖昧

であること、さらに学校の活動のなかで「市民性教育」に関連のある領域を特定

することが難しいことによる。

そこで、第一に、「市民性」概念については、次のように定義して用いることと

したい。類似する概念として「社会‘性」「道徳‘性」があるため､この２つの概念の

違いに注目しつつ市民性を定義する。すなわち、「社会性」は、その社会の成員で

あるためには必ず身につけなければならない振舞・価値・習'慣をさす。「社会」は

小さなコミュニティでも、国家という大きな枠組でもよいため、かなり広範囲で

漠然とした概念でもある。「道徳性」は、その社会′性の要素のうち、価値に関わる

部分を総称するものである。一方、「市民性」とは、政治的な境界線を意識した概

念であり、さまざまな民族的・宗教的・言語的バックグラウンドをもつ小集団を

内包しつつも、国家やＥＵなどの政治的枠組を成り立たせるために必要となる振

舞･価値･習'慣を指している。つまり、それぞれの小集団の存在を尊重しつつも、

政治的枠組を成り立たせるうえで必要不可欠な社会性の要素を強調する概念であ

るととらえるのである。

第二に、学校の諸活動のなかで「市民性教育」に関連のある領域を特定するこ

との難しさについてである。国語科は市民の共通言語を学ばせる重要な科目であ

り、社会科も当該社会の政治や経済のなりたちについての知識を伝達し、子ども

達が市民として生きるうえで必要不可欠な情報を提供しているため、市民性の教

育に深く関連しているといえる。一方、すべての教科は市民として必要最小限に

共有しなければならない文化的遺産の伝達に関わっていると考える立場もある。

このように、ともすると無限定に広がり、焦点を失いがちになる市民性教育の領

域に枠を設け、その全体像を把握したのちに、それぞれの研究がどの部分を扱っ

ているのかを明らかにしつつ､研究を進めなければ、「市民性教育」の研究を蓄積

していくことは難しい。そこで、筆者は、オーストラリア・フランス・ドイツを

対象として、市民性教育を教科と教科外活動のなかに見出すという作業を継続的

に行うことにより、各国の市民性教育に共通してみられる構造として、以下の７

つの領域を見出すことができた。それは、「教科」「価値教育」「学級共同体の創造」

「学校共同体の創造」「プロジェクト活動」「ビア活動」「地域連携による活動」で

ある。「教科」の領域は、公用語・外国語・母語の学習のほか、当該社会の政治や

経済の仕組に関する知識を学ぶ社会科など、市民性教育に特に関わりの深いと思

われる教科領域を指す。「価値」は、価値教育に関わる領域や科目を指す。「学級

共同体の創造」は学級をコミュニティとして機能させるための学級内の組織や活

動を、「学校共同体の創造」は学校をコミュニティとして機能させるための学校内

の組織や活動を指す。「プロジェクト活動」とは、市民性教育に関わりの深いと思
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われるテーマ集中型の活動を指す。国によっては横断的教科として、あるいは教

科に準ずる領域として時間割に組み込まれ、定期的に実施されている場合もある

が、多くは時間割とは別に不定期に導入されるものである。「ビア活動」は、子ど

も達9による集団的な教科外活動、すなわち学校行事やクラブ活動などのうち、

市民性に関わる目的をもつものを指す。「地域連携による活動」とは学校外の社会

的施設と関わりをもちながら展開される活動のうち、市民性に関わる目的をもつ

ものを指す。

本論文では、この７領域のうち、「学校共同体の創造」に注目する。とりわけこ

の領域に注目するのは、近年、イギリス・フランス・ドイツなどの先進国におい

て、学級や学校を、大勢の子どもを効率的に教えるための便宜的な「集合体」で

はなく、子ども一人一人が日々の生活を送り、市民として参加する「コミュニテ

ィ」として位置づけなおすことにより、学級生活と学校生活そのものを市民性の

教育の実践の場とするという取り組みがなされているからである’０。さらに、子

どもの生活世界のなかに浸透しつつある市民性教育の実態を描き出すうえで、非

常に重要性の高い領域であるためである。

(3)研究方法

以下、筆者がこれまでNSW州シドニー市にある３つの公立小学校で実施してき

たフイールドワークで収集したデータをもとに、３つの学校で共通して展開され

ている「学校共同体を創造する活動」を描き出していく。３つの公立小学校とは、

都市部にあるＡ小学校、郊外の既存住宅地にある小規模校であるＢ小学校、郊外

のニュータウンにある大規模校であるＣ小学校である。調査は､2001年から２００５

年まで、毎年８月にシドニー市を訪問して継続的に行ってきた。本論文で用いる

データは、参与観察の際に作成した観察ノートの内容と、学校のニュースレター

や年間報告書などの文書資料から得られた情報、校長や教職員に対して実施した

インタビューにより収集したものである。

２．学校共同体を創造する「道具的活動」

調査は、学校で行われている諸活動のうち、学校共同体を創造することに少し

でも関わりがあると思われるものをピックアップしていくというかたちで進めた。

ピックアップされた諸活動を列挙してみると、これらの活動は、その性質から２

つに分類可能であることが分かってきた。それをT・パーソンズとR､F,ベールズに

よる、道具的機能（instrumentalfunction）と表出的機能(expressivefunction）

の概念’１を援用して、道具的活動（instrumentalactivities）と表出的活動

（expressiveactivities)と呼ぶこととしたい｡道具的活動とは､市民性の育成、
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民主主義への参加、リーダーシップの育成など、市民性の育成を目標として手段

的に導入される活動である。一方、表出的活動とは、表立って市民‘性やリーダー

シップの育成を意図した活動ではないものの、市民性教育の土台となる学校共同

体を形成していくうえで欠かすことのできない活動や仕組をさしている。すなわ

ち、子ども達に、学級あるいは学校のメンバーであることを認識する機会を提供

し、そのなかで、帰属意識を持たせるような活動や仕組である。

第二節では、まず、学校共同体を創造する道具的活動を取り上げる。３つの小

学校では、市民性の育成、民主主義への参加、児童のリーダーシップの育成をキ

ータームとして､４つの道具的活動を導入していた｡それらは､児童代表の組織、

リーダーシップ育成プロジェクト、ビア・サポート活動、よき市民を育てる褒賞

制度である。

(1)児童代表の組織：児童代表者会と学校議会

NSW州のほとんどすべてのハイスクールと、多くの小学校に､生徒代表の組織は

置かれている。生徒代表の組織は、学校により、生徒代表者会’２（Student

RepresentativeCouncils：SRCS）あるいは、学校議会（SchoolParliaments）と

呼ばれている。

生徒代表者会は、各学級の代表者が集まる会であり、各学級から出された意見

や要望を持ち寄り、それについて議論し、そこで決まったことを学校運営に生か

してもらうべく学校側に申し入れるとともに、生徒の自主的な活動を企画し、運

営するなどの役割を果たしている。ハイスクールでは生徒代表者会には、州レベ

ルや国家レベルのものもある。NSW州のすべてのハイスクールから選出された２０

名のメンバーからなるNSW州生徒代表者会（NSWSRC)、オーストラリア全土のハ

イスクールから選出された２０名のメンバーからなる連邦生徒代表者会協議会

（StateSRCConferenceComittee）は、それぞれ定期的に会合をもち、教育や

子どもに関わる施策の策定プロセスにおいて、生徒の立場からの意見表明を行っ

ている。

一方、学校議会は、学級または学校全体から選ばれた生徒代表を中心に、生徒

の要望や意見を集約し、それを学校運営の意思決定に反映させていくプロセスを

重視した呼び名である。NSW州教育訓練省によると、学校議会は、「児童たちに、

小学校の運営へ参加する機会を与え、児童の意見を表明したり、意思決定に積極

的に参加したりできるような場にするべき」’３としたうえで、以下のように運営

されることが望ましいとしている。①政府のオーストラリア的システムにのっと

ること、②首相、ポートフオリオ長官、院内幹事、議長、議会秘書、野党メンバ

ーなど、民主的な選挙によって選ばれた児童を含むこと、③所信表明演説、議案
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の提案、質問タイム、スピーチ、投票、請願害の提出などのプロセスを含むこと

'4。さらに、「人文社会と環境」（HSIE)の学習と連携をとり、児童代表の活動を

通して、「国家と連邦政府の構造と、両者の関係性､法律が制定されたり変更され

たりするプロセス、選挙のプロセス、集団への貢献、運動、政策、オーストラリ

アの平等と社会的正義を発展させる法律」について体験を通して理解させるとと

もに、その実践を通して、「市民生活に積極的に参加するために必要なスキルと価

値」を修得させるように、学校は児童を意図的にサポートすべきであると述べて

いる１５．

３つの小学校の観察を通して、児童代表の組織には、理念的に「児童代表者会

タイプ」「児童リーダータイプ」「複合タイプ」の３つのタイプがあることが分か

ってきた。児童代表者会タイプは、Ｋクラス１６もしくはKと１年生を除くすべての

学級から選出された児童代表が、学級をまとめる仕事をするとともに、児童代表

者会において、自治的な活動を行うものである。一方、児童リーダータイプは、

最終学年の児童のなかから児童のリーダーを選出し、児童リーダーが児童の意見

を代弁するとともに､リーダーシップを発揮して学校をまとめていくものである。

そして「複合タイプ」は、両者の特徴をあわせもつものである。

Ａ小学校は､児童リーダータイプの組織をもつ｡Ａ小学校には児童代表者会はな

く、６年生から選出された８名の児童が児童リーダーを務めている。児童リーダ

ーは、学年末に、次年度に６年生になる児童のなかから民主主義の選挙を模した

選挙をして選出する。候補者は必ず立候補で決めることになっているものの、実

際にはほとんどの児童が立候補を希望するといい、教師の指導のもと、候補者を

20名程度にしぼりこんでいる。候補者になると、公約をかかげ、全校児童の前で

選挙演説を行う。児童リーダーになると、朝会の進行役を努め、朝会の内容をま

とめるレポートを作成し、国会議事堂に児童代表を送る際の代表になり、ゲスト

が来校したときに学校を案内する役目を果たすなどの仕事をする。さらに児童リ

ーダーの８名のなかから、児童会長(Captains)と副会長（ViceCaptains）が選出

されている。Ａ小学校の保護者用パンフレットによると、その仕事は以下の４つ

である。①服装や行動において他の児童の模範となる、②下級生(Kから５年生）

に対し、サポート（PeerSupport/PastoralCare）を提供する、③学校への訪問

者の対応をし、公的行事におけるアシスト的役割を担う、④その場その場で求め

られるさまざまな仕事を行う。

一方、Ｂ小学校とＣ小学校は、混合タイプである。各学級から児童代表が選出

され、児童代表が集まる児童代表者会があり、さらに、最上級生のなかから児童

リーダーとして児童会長と副会長が選出され、児童代表者会を指揮している。

Ｂ小学校では２年生から６年生までの各学級から２名ずつの児童代表が選出され、
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児童会長と副会長、児童代表が集まって、２週間に一度、校長室にて会議をもっ

ている。会議には校長と校長補佐も同席する。会議では、学校のポリシーを決定

し、学校生活のルールを決定し、学校行事の準備をし、各学級から提出された問

題の解決策を諮るなどしている。児童会長と副会長は４学期'７に２年生から６年

生までの児童と教師により、次年度に６年生になる児童のなかから選挙を通して

選出される。

Ｃ小学校では１年から６年生までの各学級から２名ずつの児童代表が選出され､

児童会長と副会長、児童代表が集まり、第２火曜日の昼休みに学校ホールにて児

童代表者会をもっている。児童代表は胸に児童代表を示すバッジをつけている。

会議では、各学級から児童の意見やアイディアを持ち寄り、議論し、実行に移す

アイディアを投票で決める。その他、ファンドレイジング'８に協力し、休み時間

にテニスボールの貸し出し業務をし、学校行事の運営をするなどの仕事もある。

児童会長と副会長の選出方法は、Ｂ小学校と同様である。

いずれの学校においても、児童代表の組織は、その活動のなかで会議の手順や

リーダーシップスキルを学ぶことのできるよい機会であると位置づけられている。

(2)リーダーシップ育成プロジェクト

「リーダーシップ」はNSW州の市民性教育の重要な鍵概念である。すべての子ど

もが「責任ある方法で、他者を導き、影響を与えることのできる個人的能力を発

達」させるとともに、「効果的な参加者としての能力を発達」させることを目指し

ている’9．観察した小学校では、さまざまなリーダーシップ育成プロジェクトを

導入していた。

Ａ小学校では、全児童をファミリーグループと呼ばれる１７の班に分け、各班に

６年生ふたりずつをリーダーとして配置し、リーダーシップを養う活動を行って

いる。たとえば友情や信頼関係を築く活動、いじめ対策に資する活動、健康な選

択力を高める活動などである。ある学期の10週間を用い、１週間に１回、４５分間

をこの活動にあてている。

Ｂ小学校では、児童を「小さな思いやりのある仲良しグループ」に分け、各班

に６年生のリーダーと５年生の副リーダーを配置し、Ｋから４年生までの下級生

にグループ活動を提供している。この活動は２週間に１回のペースで行われる。

この「仲良しグループ」において友達と楽しく関わる機会をもつことによりＹ児

童は学校のなかで支援を受けられるコミュニティネットワーク築くことができ、

また、友達のニーズを尊重し、自尊心を高めることができるといわれている。

さらにＢ小学校では、ピアサポートプログラムの実施に先立って、５．６年生を対

象に、リーダーシップスキルを育成するための２日間にわたる「リーダーシップ
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養成キャンプ」を行っている。

(3)ビア・サポート活動

Ｃ小学校では、ビア･サポート活動として、児童による仲裁（peermediation）

活動を行っている。仲裁活動とは、児童が休み時間に起きた小さな問題を解決す

るための仲裁役を担うという仕組である。Ｃ小学校では、高学年（５．６年生）の

児童全員が、順番に仲裁者（peermediator）となり、昼休みに校庭の所定の場に

「仲裁の場」を設け、運動場で起きるトラブルの解決を担っている。例えば、運

動場で喧嘩が起きると、喧嘩の当事者は連れ立って仲裁の場にやってくる。する

と、仲裁者は当事者から事情を聞き、どうしたらこの喧嘩を解決できるかを一緒

に考えてくれるのである。仲裁の場には「問題解決シート」が置いてあり、仲裁

者は、当事者の名前と、その場にいる児童たちが考え出した複数の解決策をシー

トに書き込んでいく。それぞれの解決策の横には、当事者Ａと当事者Ｂが、納得

できれば○、納得できなければ×を書き込む欄が用意されている。そして当事者

の双方が○を書き込める解決策を探し出すまで、解決策の案をいくつも書き込ん

でいくのである。提案された解決策のうち双方が納得できるものがあれば、それ

が最終的な合意点になる。合意に達すると、当事者と仲裁者がサインをする。そ

して休み時間が終わると、校庭で監視をしていた教師がこのシートの内容を確認

し、確認済みのサインをする。

この仲裁活動は、市民性教育の一環として、フランスやドイツでも広く行われ

ているものである２０．子どもは仲裁者として人の役に立つ経験ができるうえ、特

に普段の素行があまりよくない子にとっては、自分が起こす可能性のある小さな

問題の解決を担うことにより、自分の日ごろの行いを客観的に把握し、改善する

意欲を持つことができるといわれている。

(4)よき市民を育てる褒賞制度

道具的活動の４つめは、調査した３つの小学校のすべてに見出された「よき市

民を育てる褒賞制度」である。

Ａ小学校には、「いいことをしていたのを見ていたよ」（CaughtYouBeingGood

Program）という仕組がある。オーストラリアの学校は、教師の監視のない場所に

児童だけでいることを禁じているため､休み時間の遊び場には監督の教師がいる。

監督の教師は、友達に優しくしたり、ゴミを拾ったり、何かしらよいことをした

児童にチケットを与える。児童はチケットに自分の名前を書き、所定のボックス

にいれておく。すると毎週の全校集会の際にくじ引きがあり、当たった児童には

小さなプレゼントが贈られるという仕組である。この取り組みは、遊び場で、児
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童に思いやりがあり協力的で安全な行動を促す効果をもつといわれる。小さなプ

レゼントは、保護者が寄付をしている。

さらにＡ小学校では、この仕組を「集団への貢献」にもつなげている。Ａ小学

校はハウス制をとっており、オーストラリアで人気のあるスポーツ選手の名前か

らとったソープ（Thorpe：青色)、フリーマン（Freeman：赤色)、ソヴアージユ

（Sauvage：黄色）の３つハウスがある。ハウスはイギリスの寄宿舎制度の伝統を

引き継ぐもので、全校児童を縦割りのグループに分けるための枠組である。それ

ぞれのハウスにはスポーツキャプテンと副キャプテンが選出されており、スポー

ツ大会はハウスごとの対抗戦として行われる。また、児童が市民としてよい行い

をすると､属するチームにも得点があたえられ､ハウスに貢献することができる。

そのため、学期末に発表される「最優秀ハウス」の獲得のために、児童は学校行

事に熱心に参加するとともに、日常的にもハウスに貢献するために善行を行おう

とする心構えを持つことができるようになっている。

Ｂ小学校には､児童の善行を評価する、グッドエフォートシステム(GoodEffort

System）があり、よい行動をしたり、よい作品を作ったり、勉強がよくできるよ

うになると、教師は児童にカード（GoodEffortCards）を与える。５枚のカード

を集めると金星証明書（GoldStarCertificate）がもらえ、さらに金星証明書を

３枚集めると、校長とのモーニングテイに参加する資格者となる。校長とのモー

ニングテイには児童の保護者も招かれ､名誉なことと位置づけられている｡また、

Ｂ小学校では、学年末の集会（PresentationDayAssembly）において、１年間の

児童の努力を評価して、全員にアチーブメント賞を授与している。

Ｃ小学校には、賞のチャート（AwardChart）がある。学級内で児童がよい行い

をすると、学級担任はその児童の賞のチャートをひとマス塗りつぶす。学級外で

よい行いがみられた場合は、近くにいる監督の教師が児童に切符（トークン）を

手渡す。それを担任に渡すと自分のチャートをひとマス分塗ってもらえるのであ

る。チャートが１０マス塗られると、ステージ集会２１にて銅賞の証明書が授与さ

れる。銅賞証明書が５枚集まると、全校朝会において校長より銀賞の証明書が授

与され､銅賞証明書が１０枚集まると、今度は金賞の証明書と金メダルが授与され
る。

オーストラリアの学校では、一般的に、褒賞を教育活動に積極的に取り入れて

いるといわれている。ｃ小学校には、学校全体で実施している金・銀・銅の賞以

外にも、担任の教師が発行する学級内の賞状（Certificate）もあり、「たくさん

本を読みました賞」など、児童の優れた行いや業績に対して賞状を贈り、児童の

努力を認めるとともに、児童のやる気を引き出そうとしている。２００３年度には、

学校がはじまって２週間のあいだに100枚から150枚の賞状を贈り、オペラハウ
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スでの合唱、英語コンペティション、スポーツの賞など、学校外の組織が発行す

る賞状とあわせて、月曜日の集会において、校長が児童を称えながら手渡したと

いう。

よき市民を育成する褒賞制度は、「市民として望ましい行動とはなにか｣を児童

の生活世界のなかで具体的に示していくものである。望ましい行動をした児童に

対しては、その行いを評価し、学級や学校全体で称えていくことで、児童にこれ

からも善行を行おうとする意欲を持たせ、自分はよき人間であるというセルフエ

ステイームを高めさせることができる｡一方､まわりにいる児童たちにとっても、

ある児童の行動に、教師が「望ましい行いである」というラベルを貼るプロセス

を目の当たりにすることにより、学校共同体のなかで何か望まれる行動なのかを

学習する機会となる。３つの学校ではこれらの取り組みを、学級経営の仕組とし

てだけでなく、学校全体の取り組みへと広げていたことが印象的である。

３．学校共同体を創造する表出的活動

学校共同体を創造する表出的活動とは、表立って市民性やリーダーシップの育

成を意図した活動ではないものの、市民性教育の土台となる学校共同体を形成し

ていくうえで欠かすことのできない活動や仕組をさしている。表出的な仕組とし

ては、学校旗・学校章・学校歌などの象徴的なもの、学校指定の制服・かばん・

運動着などの構成員としての共通性を演出するもの、情報の共有化をはかる学校

便り（ニュースレター）などを見落とすことはできないが、これらの表出的な仕

組については、ここにその存在を示すにとどめ、本節では、表出的活動の重要な

ひとつである、「学校集会」について取り上げたい。

学校集会は、観察した３つの小学校のすべてで行われている。Ａ小学校では、

金曜日の朝９時からホールにて全校集会が行われる｡Ｂ小学校には､｢毎日の集会」

と「隔週の集会」の２種類の集会がある。前者は午後１時45分から運動場で行わ

れ、連絡事項の伝達とともに、学校が抱える問題がある場合には、全校児童で意

見交換を行うこともある。毎日集会がもたれるのは、小規模校ならではの取り組

みである。後者は、２週間に１度、図書館で行うもので、各学級が持ち回りで運

営を任されている。この集会では、校長や教師の講話を聞く、スポーツ、学業、

市民的態度によって優れた業績をあげたものに賞状を授与する、学級ごとにパフ

ォーマンスを披露するなどの活動をする。

Ｃ小学校では、毎週月曜日に全校集会が行われる。１．２．４学期は９時から９

時１５分まで、３学期は寒さが緩む１１時２０分から３５分まで、ホールにて行われ

る。全校集会は、児童リーダーが司会をするとともに、各学級の代表が持ちまわ

りで運営を任されており、Ｂ小学校と同じように、校長や教師の講話を聞く、ス
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ポーツ、学業、市民的態度によって優れた業績をあげたものに賞状を授与する、

学級ごとにパフォーマンスを披露するなどの活動をする。そのほか、Ｃ小学校は

大規模校であるため、ステージ集会もある。アーリーステージ１（Ｋクラス）の集

会は、水曜日１２時30分からＫの教室にて、ステージ１は、金曜日の１１時25分

からホール２階にて、ステージ２は､金曜日の１４時からホール１階にて、ステー

ジ３は金曜日の１１時25分からホール１階にて集会がもたれる。すべての学校に

おいて、これらの集会には、保護者の参観が歓迎されている。

全校集会は、全校児童が一同に集まり、学校のメンバーシップを確認する場と

なっているだけでなく、児童リーダーが司会をし、各学級の代表が集会を運営す

るなど、児童が自治的・主体的に関わる場でもある。さらに、全校集会の場で、

スポーツ大会や文化的な活動で優秀な成績を収めた児童やチームが、英雄のよう

に称えられていることは特筆に価する｡NSW州の学校では､サッカーやバスケット

ボールなどの競技において、それを得意とする児童が集まって学校代表チームを

作り、近隣の学校と対抗戦をすることが盛んに行われている。また、トーナメン

トオブマインド(tournamentofmind)２２や'情報機器の操作など、文化的な分野に

おいてもコンクールがさまざまに行われている。こうした学校間競争は、自集団

と他集団の境界線を際立たせ、集団意識・帰属意識を生み出し、集団の凝集性を

高めるという効果をもつ。こうした競争の結果を、全校集会やニュースレターの

なかで華やかに発表することは、学校共同体の創造に大きく寄与しているといえ

る。

４．本論文のまとめと日本の実践への提言

本論文は、オーストラリアの市民性教育の理念や政策が、実際の小学校の場面

でどのようなかたちで翻訳され、実践されているのかを明らかにすることを目標

とし、３つの小学校の実践事例を紹介してきた。実践例の紹介に先立ち、市民性

教育の実態を実践レベルで解明するうえで、目配りがかかせない７つの領域を示

し、本論文ではそのうちの「学校共同体の創造」に焦点をあてることとした。さ

らに「学級共同体」「学校共同体」を創造する活動には、道具的活動と表出的活動

の２種類があり、本論文では「学校共同体」を創造する活動のうち、それぞれに

あてはまる代表的事例について紹介してきた。

実践例を通して分かることは、小学校では、表出的活動あるいは表出的仕組に

よって、学校を子どもの単なる集合体ではなく、「共同体」としての性質をもつも

のに作り上げていること、そしてその｢共同体｣に、市民性やリーダーシップの育

成を目的とする道具的活動を導入することで、市民性やリーダーシップに関わる

知識や実践的能力を児童に根付かせようとしていることである。この道具的活動
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の導入により、学校は共同体としての力をさらに高めていくことになる。

市民性教育というと、特にオーストラリアでは先住民族問題を含んだ多文化社

会に学校教育がどのように対応しているのかという点に焦点があてられ、多文化

主義に関わる学校活動やプロジェクト学習に注目が集まりがちである。しかしな

がら本論文が示したことは、ＮＳＷ州の市民性教育は多文化社会への対応にとどま

ることなく、児童の学校生活そのものを市民性の学習の場にするような「学校づ

くり」をも含みこみ、実践が進めているという現実である。

最後に、本論文が紹介したNSW州の小学校の「学校共同体の創造」に関わる諸

活動が、日本の実践にどのような示唆を持ちうるかについて考えてみたい。

第一に、児童代表の組織についてである。参与観察で印象的であったのは、そ

れぞれの小学校で、児童リーダーが胸にリーダーを示すバッジをつけ、いきいき

と誇りをもって仕事に取り組んでいたことである。ほとんどの５年生が児童リー

ダーに立候補することを希望することからもわかるように、児童リーダーは児童

たちの憧れであり、児童リーダーとしての仕事は児童が「やってみたい」と思え

る魅力的なものなのである。一方、日本にも児童会・生徒会の組織があり、これ

は学習指導要領にも定めのある伝統的な活動である。しかしながら、日本では、

役員に立候補するものがいない、総会は形式的で子ども達の活発な意見や議論が

ない、これらの活動を通して、学校生活の主人公は子ども達自身であるという意

識を伝えていきたいが、それがなかなか難しいなど、活動が低調である、あるい

は形骸化していることが問題となっている。

そこで、諸外国の学校教育が、児童会・生徒会に類する活動を市民性教育の重

要な柱として導入しようとしていることを合わせ鏡とすることで、今一度、日本

の児童会・生徒会活動のもつ意義と重要性を再確認することが大切である。そし

て、役員が、誇りをもって取り組める魅力ある仕事を作り出すこと、すなわち、

活動に参加している子ども達が、自分の有用性を確認でき、かつ、児童会．生徒

会が自分たちの学校生活を楽しく有意義にすることのできる組織であることを実

感させるような活動にしていくことが大切である。それにより、この活動が子ど

もの自尊心を高め、民主主義のプロセスの実践的学習の場となり、市民性．社会

性の育成の重要な柱として機能するようになるだろう。

第二に、よき市民を育てる褒賞制度についてである。日本では褒賞に対して抵

抗感をもつものも少なくなく、「よい行い」は先生に認められるため、褒賞をえる

ためにするものではなく、子どもの良心や道徳心から自発的に生み出されるべき

ものであるという立場が主流である。そのため、褒美を使って子どもをコントロ

ールすること、教師が善悪の判断を独占するようなイメージがあることに対し、

抵抗感を感じる教師もいる。児童のなかにも「よき行い」をしたあとにトークン
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が渡されれば、「そのようなつもりでしたのでない」と当惑する者もいるに違いな

い。

このような日本とオーストラリアの文化的なとらえ方の違いを考慮にいれつつ

も、「よき市民を育てる褒賞制度」から学ぶべきことはある。それは、この仕組が

学級あるいは学校という共同体の構成員として、どのような行いが「よき行い」

かを､その行動がとられた文脈のなかで定義し､評価する取り組みだからである。

帰りの学級活動の時間などを用い、その日にみられた「友達のよき行い」につい

て児童に発表させ、学級のメンバーみんなで、その行いがトークンにあたし､する

ものであるかを考えさせ、学級のメンバーの合意が得られたら、トークンを手渡

すというようなアレンジをすれば、日本でも受け入れやすいものになるのではな

いか。このアレンジにより、日ごろから友達のよい行いをみつける習』慣ができ、

それを学級全員で評価していくことで、学級のメンバーのなかに温かな人間関係

が築かれ、「よい行いとはどういう行いか」ということが自然と子ども達の間に共

有されることと思う。

最後に、本論文の課題と今後の展望について述べておきたい。本論文では、３

つの小学校で観察した活動のうち、学校共同体の創造に深く関わっていると思わ

れる活動を抽出して紹介したが、ここに示したもの以外に、見落としている活動

がないか、さらに注意深く調査をしていく必要がある。また、道具的活動として

示した活動の相互の関連や構造、道具的活動と表出的活動との関連性などについ

ても、さらに考察していく必要があると感じている。

今後は、オーストラリアの小学校における市民性教育の全体像を明らかにする

ために、先に示した市民性教育の７領域それぞれについて、ひとつひとつデータ

を積み上げ、その実態を解明していきたいと考えている。

【注】

’Citizenshipeducationを「市民性教育」と訳すことには問題がないわけではない。飯

笹は､日本語の｢市民｣には､反｢国家｣･脱｢国家｣のニュアンスがあるため､Citizenship
educationは一般に「国民教育」としての側面も持っているにもかかわらず、「市民‘性

教育」と訳すことによって、「国民教育」としての側面を見落としてしまう危険性があ

ると指摘している。さらに、日本語の「市民」と「国民」には葛藤があることから、「能

動的市民activecitizen」として、国家に貢献する「国民」を育成したいとする意図

が見えにくくなる。そのため、飯笹はその著書のなかで、これを「シテイズンシップ教

育」と訳すことを提案している。飯笹佐代子『オーストラリアから読み解くシテイズン

シップと多文化国家』日本経済評論社、2006年、134-136頁。しかしながら、筆者はこ

れまで、「市民性とは、政治的な境界線を意識した概念であり、さまざまな民族的・宗
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教的．言語的バックグラウンドをもつ小集団を内包しつつも、国家やEUなどの政治的

枠組を成り立たせるために必要となる振舞・価値・習慣を指す」とゆるやかに定義し、

「市民性教育」という訳語を用いてきた。そのため、本稿でも「市民性教育」を用いる

ことにしたい。

２飯笹前掲書、２頁。

３飯笹前掲書、129-161頁。

４見世千賀子「オーストラリアにおける多文化教育と市民性教育の動向と課題」『オセア

ニア教育研究』第１１号、2005年、２９頁。

５見世前掲論文、３４頁。

６本柳とみ子｢オーストラリアの学校教育における多様性への対応一クイーンズランド州

のインクルーシブ教育に着目して－」『比較教育学研究』第36号、2008年、66-85頁。

７本柳前掲論文、７１頁。

８山田真紀｢伝統と文化を伝える教育活動一オーストラリアシドニー市の公立小学校の場

合一」『椙山女学園大学研究論集』第37号（社会科学篇)、2006年３月、168-175頁

９本論文では、小学生は「児童｣、ハイスクール生は「生徒」と表記し、小学生からハイ

スクール生までを指し示すときには「生徒」あるいは「子ども（達)」を用いる。

'･山田真紀「市民性の教育に関する国際比較調査一フランス・ドイツ・オーストラリア

に注目して_」椙山女学園大学教育学部『教育学部紀要』創刊号、2008年３月、27-41

頁。

'１Ｔ・パーソンズとＲ､F・ベールズはその著書において、集団を維持するためには、その集

団を取り巻く環境から集団を維持するのに必要な情報や資源を取り込む役割､すなわち

道具的機能（instruInentalfuncti｡､）と、集団内の緊張や葛藤を処理し、人間関係の

調整を図る役割、すなわち表出的機能（expressivefunction）が必要であることを指

摘している。Ｔ・パーソンズ。R､F,ベールズ箸、橋爪貞雄ほか訳『家族』、梨明書房、１９８１

年。

１２NSW州教育訓練省が発行するParentsGuidetoSchools（保護者用学校教育への手引

き）の日本語版において「生徒代表者会」と訳されているため、本論文でもこれに倣っ

た。日本語版は以下のＵＲＬにてダウンロード可能である。

https://www・det・nsw､edu・ａｕ/media/downloads/languagesupport/parents-guide/pg-j

apanese・pdf（2008年４月１３日接続確認）

１３NSW州教育訓練省のホームページの「小学校の児童リーダーシッププログラム」の項

目より。

http://www,schools・nsw・edu・ａｕ/studentsupport/studleadsrc/studlead/primary/ind

ex・php（2008年４月１３日接続確認）

'４NSW州教育訓練省のホームページの「学校議会」の項目より。

http://www･schools.ｎsw・edu・ａｕ/studentsupport/studleadsrc/studlead/primary/sch

oolparliamphp（2008年４月１３日接続確認）
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15NSW州教育訓練省のホームページの「学校議会」の「カリキュラムとの連携」の項目よ

り。ＵＲＬは注８と同じ。

１６NSW州では、５歳になる年に義務教育が始まり、小学校の最初の学年である準備学級

Kindergartenに入学する。準備学級はＫと略称されることが多い。

１７NSW州の学校は４学期制である。

１８NSW州の学校は、連邦から充分な学校運営予算を得られないことから、保護者や生徒

代表の組織がチャリティ活動をし、学校の教育環境を整えるために資金を集めている。

これをファンドレイジングという。保護者と学区の住民のうち、参加を希望する者から

なる組織である「保護者と市民の協会」は、チャリティ活動の一環として、お祭り、ウ

ォーキング大会、ディスコ大会、クイズ大会を企画し、学芸会を参観するためのチケッ

トを販売し、学校行事でお弁当を販売し、家庭から出た不用品を販売するバザーをする

などしている。こうした活動で集めた資金は、教育環境を整えるためにかかる費用、例

えば学校の補修や教材教具の購入にかかる費用に当てるほか、学区にある養護施設に寄

付することもある。

,，NSW州教育訓練省編『小学校のための児童のリーダーシップの枠組み』2000年､３頁。

このパンフレットは以下からダウンロードできる。

http://www・schoOls・nsw,edu・au/media/downloads/schoolsweb/studentsupport/src/s

lffps-pltoapdf（2008年４月１３日接続確認）

2o武藤孝典・新井浅浩編著『ヨーロッパの学校における市民的社会性教育の発展一フラ

ンス．ドイツ．イギリス三』東信堂、2007年。

２１ステージとは学習指導要領に定められた学年段階を表す類型で、アーリーステージ１

がＫクラス、ステージ，が，年と２年、ステージ２が３年と４年、ステージ３が５年と

６年を示している。

2２これは、連邦規模の大会で、７名の学校代表が、算数、エンジニアリング、言語文学、

社会科学の領域から出題される､解答がひとつでないオープンエンドな課題に取り組み、

もっとも優れた解決策を見出したチームが優勝するという問題解決的集団競争である。

児童は、大会期間中の６週間のあいだ、問題を解くために誰からも援助を受けてはなら

ず、自分たちで問題を解くためのシナリオを書き、場面をデザインし、リサイクル布を

用いてコスチュームを作る。そして発表日に３メートル四方のパフォーマンスエリアで、

１０分間の制限時間内に、その解決策をパフォーマンスにより示す○問題を解くうえで

用いた創造性と思考力が評価され、競技を通して問題解決力・発想力・協調性を伸ばす

ことが意図されており、この活動は起業家教育としても役立っているといわれている。

最近の出題例は､紐やダンボールなど限られた素材を使って、タイムマシンを設計する、

あるいは、卵をもって校庭を横断できる機械を設計するというものである。
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ＭａｌｄＹＡＭＡＤＡ

(SugiyamaJOgakuenUniversity）

Withthehelpofdatahomcasestudiesofthreeelementalyschools,this

paperwinshowhowthephilosophyandgovernmentpolicyunderpinning

citizenshipeducationistranslatedtotheChalkfaceintheAustralianelementary

educationsystem,Citizenshipeducation,particularlyinthecontextofAustralia,is

associatedwithhowsChoOlsdealwithissuesofamulticulturalsociety;including

thatofindigenouspeoples・EducationalprQjectsinthisareaaremcreasingly

receivingattentiｏｎ伽mreseamhers.n曲paperdoesnotfbcusonsuchpmjects；

insteaditwillinustratethesituａｔｉｏｎｉｎＮＳＷ；Ｗhereschoollifbitselfis

mcreasinglyservingasthearenafbrsocialeducation，

GainingacompletepictureoftheorganizationofcitizenShipeducationis

dif5cult,butprevioussurveyshavefbunditlargelyinvolvesthefbllowingseven

areas:academicstudy;moraleducation,creatingaclassroomcommunity;creating

asChoOl･communit38prOjectwork,activitieswithpeers,andactivitiesinvolving

thelocalcommunityOfthese,thefbsteringofasChoolcommunityisthefbcusof

thispapemTheactivitiesthatservetocreateasChoolcommunityare,itwasfbund，

ｏｆｔｗｏｋｉｎｄｓ：jRzsなqumez並aノａｎｄｅ卒I1essj肥Underthefbrmercategoryare

activitiesintmducedfbraspecihcpurpose,includingactivitiesthatdevelopthe

qua]ityofleaderShip,thosethatprepareChildrenfbrcitizenship,andthosethat

promotedemocraticparticipation・Ontheotherhand,expresslveactivitiesaimto

mcreasepupils'awarenessofthecommunalnatureoftheirclassandsChoOlandto

fbsterafbelingofbelongingtothesecommunities・Iwnlparticuladyfbcusonfbur

instrumenta1lydirectedactivities：pupilrepresentativesystems，leaderShip

developmentprOjects,peersupportactivities,andgood-citizenincentivesystems、

Withregardstoexpressiveactivities,itwillbesuggestedthatitemssuchassChoOl

flags,anthemsandbadgeshaveasymbolicfimction,schoolunifbrmsandbagsand

PEldtsservetoemPhasizecommonalityamongpupils,andthesChoOlnewsletter

servesanexpressiverOlebydisseminatinginfbrmationofcommoninteresttothe

pupilmemberShip・Casestudiesofasignificante幼resslveactivity;theWhole

sChoolassembly;arealsointmduced．
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南アジアからオーストラリアへの留学生－その動向と課題

橋本博子（モナシュ大学）

佐藤由利子（東京工業大学）

はじめに

今日の世界における留学生の動きはますます活発になっている。０BCDの統計'による

と、自国以外で高等教育を受けている学生の数は、1975年（約60万人）、1985年

（約90万人）、1995年（約130万人）と継続的に増加してきたが、2006年には約290

万人となり、その約83.5％がOECD諸国に留学している。オーストラリアのmP

EducationAustmlia（2003:vii，53-56）が発表した留学生数の予測に関する報告書

GZbhaZszuﾛﾙ劃?ｵﾙわhiIizy2zl2汐は、実質所得と人口の伸びが中程度であると仮定した場

合には、2003年の高等教育における世界全体の留学生総数211万人が、2025年には

769万人に増加すると予測している。地域別予測を見ると、アジアからの留学生は増

加の勢いが最も強く、2003年には全世界の留学生の45％であったのが2025年には約

70％がアジアからの学生になると言う。中でも、中国を中心とした東アジアと南アジ

アの成長率が大きい。送り出し国上位10カ国とその留学生数予測では、2000年に1

位の中国は最大の成長率（１０．８％)で2025年にも１位、2000年に２位のインドも高い

成長率を維持し（7.8％）、2025年にも２位である。また、2000年の実績では１０位以

内に入っていないバングラデシュ（9.2％）が８位に、パキスタン（9.0％）が９位にあ

がっている。２位のインドをはじめ南アジアから海外に留学する学生は、世界の留学

生の流れの中でますます重要な存在になると予測されていると言えよう。そして、オ

ーストラリアは、急増する南アジアからの留学生の比較的新しい受け入れ先として、

近年急成長を遂げているのである。

日本でもオーストラリアの留学生政策はかなり詳しく紹介されているが（新田2007、

横田他２００５など)、同国において最近急増している南アジアからの留学生の実態につ

いてはほとんど知られていない｡「留学生３０万人計画」２や「アジア人財資金構想」３，

「高度人材受け入れ推進会議」イなどにより、ようやく就職や高度外国人材の確保など

の「出口」までを念頭に置いた留学生政策に目を向け、省庁間の連携を始めた日本に

とって、オーストラリアの留学生政策、労働政策、移民政策の連携の課題から学ぶと

ころは多いと思われる。オーストラリアに永住を目指して留学する学生たちの留学動

機、留学中の経験、卒業後の進路や問題点の分析は、日本がこれから直面する可能性

のある問題、想定され得るマイナス面を示しうるのではないだろうか。

本稿の目的は、急増する南アジアからオーストラリアへの留学生の状況の分析から

オーストラリアにおける留学生政策、労働政策、移民政策の連携の影の部分を明らか

にし、日本への示唆を示すことにある。本稿で参考にする先行研究などの議論は主にイ
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ンド人留学生の事例にもとづいている。インド以外の南アジア諸国からの留学生に関する

研究は少ないが、本稿では統計データなどはインド以外についても紹介し、ネパール、バ

ングラデシュ、スリランカ、パキスタンもできるだけ考察の対象とする。

まず第一節において、南アジアから、オーストラリア及び日本への留学生について

傾向を紹介する。次に、第二節において、留学生の動きの背景にあるプッシュ要因に

ついて、特にインドとネパールを取り上げて分析し、併せて、オーストラリア側のプ

ル要因についても考察する。第三節ではオーストラリアにおける留学生政策、労働政

策、移民政策の連携の影の部分を考察する。そして最終節では、これらの分析から導

かれる日本への示唆的事頁と今後の研究課題を提示する。

1.南アジアから日豪両国への留学生

本節では、南アジアからオーストラリアと日本への留学生の全体傾向を統計などに

基づき分析する。表１は、０BCDのデータに基づく、南アジア諸国から日豪両国への留

学生数（2006年）を示している。南アジア５カ国からの留学生は、どの国からも日本

に留学する学生よりオーストラリアに留学する学生の方が多いが、その傾向はインド

において最も顕著であり、次いでパキスタンに強くみられる。他方、ネパールでは日

豪への留学者数の差はかなり小さいことがわかる。

表１：南アジアからの留学生（高等教育）

オーストラリアへ（人数） 日本'、 (人数）

インド 22,357 425

バングラデシュ 3,131 １，３０３

ネパール 891 598

パキスタン 1,539 138

スリランカ 2,499 867

(出典:Ed1calicnatagjmce2008:ＯＥ〔DIndicam5より抜粋）

南アジアからの留学生は、世界からその急成長ぶりが注目されているが、オースト

ラリアでは、さらにその存在は大きく、今後、その数はますます増加すると予測され

ている。2006年にオーストラリアの高等教育機関で学んでいた留学生の出身国は、ア

ジア（78.7％）、ヨーロッパ（5.1％）、北アメリカ（3.6％）、アフリカ（3.2％）、

オセアニア（2.1％）、南アメリカ（1.1％）、不明（6.2％）６とアジアが圧倒的に多い。

アジアからの学生約14万５千人の内訳では、中国出身の学生が最も多く（42,008人）、

次いでインドからの学生（22,357人）である。さらに、先のIＤＰ(2003：６７)の留学生

数の予測では、2025年には、オーストラリアで学ぶ留学生の出身国上位10カ国の半
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数を南アジア５カ国（インド2位、ネパール5位、バングラデシュ６位、パキスタン

7位、スリランカ９位）が占めると言う。

オーストラリアの南アジアからの留学生は、卒業後、移住する者の割合が高いこと

も特徴的である。2003年に卒業したオーストラリアの留学生の33％が、滞在したまま

申請できるカテゴリーで永住ビザを取得したが、中でも南アジア出身者は、ネパール

(卒業留学生の77%)、インド（同7淵、バングラデシュ（同71%)、パキスタン（同

67%）と、留学生の平均に比べて、永住権取得率が非常に高い傾向が見られたGilrell

2005，citedinBaas2006:９)。

日本学生支援機構の留学生在籍調査7によれば、日本においても、南アジア４か国

（インド、ネパール、バングラデシュ、スリランカ）の留学生数は、2004年からほぼ

一貫して増加しており、2007年と比較した増加数及び増加率の順位は、他国や他地域

と比較して高い位置にあり、中でも、ネパールの増加率は183％と抜き出ている。法

務省入国管理局の「留学生等の日本企業等への就職について」（2001,2007）８による

と、卒業後、就労ビザに切り替えて日本で就職する留学生数は、2001年の3,581名か

ら2007年の10,262名へと2.9倍に増加しているが、上記南アジア４か国出身者につい

ても、2001年の108名から2007年の324名へと、３倍に増加している。

以上の分析から、南アジアからの留学生は、卒業後すぐに帰国することを希望して

いるわけではなく、オーストラリアの場合には、永住権の取得を希望する学生が他地

域よりも多い傾向が読み取れる。また日本の場合には、特に南アジア出身者の傾向と

は言えないが、日本での就職を希望する留学生が増加している。

2．プッシュ要因とプル要因

ある個人が留学するか、またどこへ留学するかを決定する際には、本国からのプッ

シュ要因と受け入れ国のプル要因の双方が重要である。ここでは、まずインドとネパ

ールにおけるプッシュ要因を、そして次にオーストラリアのプル要因を分析したい｡

(1)インド、ネパールにおけるプッシュ要因

インドとネパールを取り上げるのは、インドは南アジアで最大の留学生送り出し国

であり、ネパールは現在の留学生数はそれほど大きくはないが、その増加率がオース

トラリアにおいても日本においても著しいためである。

DavidAmoldlnstituteoflntemationalEducation（2001）によると、インドでは、

以前はごく一部の裕福な人しか子供を留学させることができなかったが、1991年に始

まった経済の自由化などによって、新しい中産階級が急成長し、留学することが可能

な人々が急増した。一方、特定の分野での大学院教育をはじめ、国内の教育訓練制度

は、国内需要の高まりに追いつかず、また、インドのよい大学で特に工学部や経営学
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部などに入るのは、非常に競争が厳しくなっている。経済的には豊かであってもイン

ドの大学で希望のコースに入れない学生にとって、留学は安全弁として機能している

と言う。今後の経済的見通しも暗くはない。世界の多くの企業が業務をインドに外部

委託したことによって、インドにおける仕事の機会も増えており、インドは世界経済

の次の中心的な存在のひとつとなると考えられている＄aas2006：１０)。

好調なインド経済にもかかわらず、海外に留学する学生は増加し続けている。そこ

には、インドに機会がないわけではないが、よりよいチャンスを求めて海外に出ると

いう選択傾向が見られる。自力で学費などが準備できなくても、銀行などの学生ロー

ンが普及しており、それを利用した留学が可能なことも留学生増の一因と言えよう。

ただし、後に述べるように、多額のローンを借りての留学は、学生の留学中の生活や、

卒業後の選択に制約を課すことになる。

ネパールは、留学生の急増が顕著である。2007年におけるオーストラリアの高等教

育の留学生全体の成長率が4％なのに対して、ネパールは127％9に上っている。米国

においても、2006年度から2007年度にかけて留学生全体の増加が7.0％であるのに対

し、ネパール留学生は15.2％増加している'9・日本においても、2007年度から2008年

度にかけて留学生全体の伸びは4.5％であるのに対し、ネパール留学生は12.8％増加

した'1。このネパールからの急激な留学生増加にはどのような背景があるのだろうか。

2007年８月にネパール教育スポーツ省奨学金部GovindaPbudEl氏から行った聞き取り調

査では、留学生増加の要因として、1995年以降のネパール共産党毛沢東派（マオイス

ト）による反乱や2002年以降の国王と民主化勢力の対立による政治的混乱のため、観

光客と外国投資が減少し、経済が停滞し、若者の働く場が少なくなり、海外でより良

い就労機会を獲得するために、留学する傾向があることが挙げられた。OECDのデータ１２

によると、ネパールからの留学生数（高等教育）は、2006年には米国（6,276人）に

次いでオーストラリア（891人）への留学生が多くなっている。これは、オーストラ

リア政府・大学・留学斡旋業者による積極的な留学生誘致に加え、留学後の永住権取

得の可能性が、他国留学の場合よりも高いことが、誘因になっていると考えられる。

(2)オーストラリアのプル要因

では、オーストラリアの留学生受け入れ国としての魅力はどこにあるのだろうか。

日本と比較してみると、教育言語が英語であることと多民族国家であることとがまず

あげられよう。河原（2006：5-7）は、ドイツ語とフランス語という強力なライバルが

存在するヨーロッパや、旧フランス植民地を中心にフランス語が英語の競合相手であ

るアフリカ、スペイン語が共通語として強い影響力を持つ中南米と比較して、アジ

ア・オセアニアのコミュニケーション言語は英語であると断定し、各国の為政者たち

は自国の将来は英語と深く関係すると考えているようだと言う。実際、旧英米の植民

-２９－



地の多くが第二言語として英語を使用し、それ以外の世界中の国々でも外国語として

英語が学習されている。そのため、留学準備としての語学学習の負担は、日本留学な

どに比較するとはるかに少ないと言えよう。

また、2006年の国勢調査'3によるとオーストラリアの人口の44％が海外生まれ、ま

たは両親の少なくとも一方が海外生まれであり、その出身国も幅広く（200カ国以

上）多民族国家である。その出身国はより多様になってきており、移住の歴史を反映

して、アジア生まれの移民（調査時の平均年齢37歳）はヨーロッパ生まれの移民（同

56歳）に比べて若い人が多い。すでに移住者が多く入っていると、宗教や文化などを

保持するのに必要な施設なども充実しているであろうし、親族や知人がすでに移住し

ている可能性も高く、留学後の選択肢として移住が想定しやすいと考えられる。Hugｏ

(2005:９４）は、アジア人の移住者の大半は、親族や友人がすでに住んでいるなど、社

会的ネットワークのある所に移住する傾向があることを指摘している。先の国勢調査

によると、海外生まれの移住者一世の出身国として、英国、ニュージーランド、中国、

イタリア、ベトナムに次いで、インドは６位に入っている。最近（2002年～2006年）

の移住者に限ると、英国、ニュージーランド、中国に次いで４位になる。また同調査

で、メルボルン南東部郊外のケーシー市(CityofCasey)Ｍを例にとると、全人口２１

万人強の内、スリランカ生まれが4,824人（2.3％)、インド生まれが4,699人（2.2％）

と、海外生まれで最多の英国生まれ(5.1％）に次いで大きなグループである。地域に

よっては南アジアからの移民コミュニティができている。

しかし、英語を教育言語とする多民族国家という特徴はオーストラリアだけのもの

ではなく、ＩＤＰ(2003：１６）が先の留学生数予測をするにあたって競争相手と規定した

英語圏の留学生受け入れに積極的な４カ国（アメリカ、イギリス、カナダ、ニュージ

ーランド）にも共通である。では、オーストラリア特有のプル要因は何だろうか。物

理的な距離の近さもあるだろうが、ＩDPの留学生数予測では、留学生が英語圏５カ国

の中で留学先を選ぶ誘因として、教育の質、雇用の可能性、学費や生活費の手頃感、

個人の安全、ライフスタイル、入学のしやすさの６点をあげている。

教育の質については、前述のIDPによる国際比較調査では、主要英語圏５カ国の中

で、留学希望者から教育の質が高いと認識されているのは米国(１０段階評価の10）、英

国(同9)、カナダ(同9)であるのに対して、オーストラリア(同3)とニュージーランド

(同3)は相対的にかなり低く認識されており、教育の質がオーストラリアのプル要因

とは言えない。

学費や生活費の手頃感は、為替レートに大きく左右される。Ｒ１ｌｌｆｅｅと言われる留

学生の学費は国内学生よりも高く、しかも年々上がってはいるが、2008年度後半から

の国際為替市場での豪ドルの下落15により、新学年の始まる2009年２月現在ではオー

ストラリア留学の割安感が強まっていると言えよう。
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よくメディアでも取り上げられる「世界で最も住みやすい都市ランキング」では、

オーストラリアの４都市が10位以内に入っている'§・一方、世界で一番生活費の高い

10都市にはどこも入っていない１％住みやすい都市のランキングには治安、医療、文

化、環境、気候など多様な要素が考慮されており、オーストラリアは自然環境に恵ま

れ、気候が穏やかで、安全で住みやすい国であると言えそうである。そして、メディ

アを通じて世界に流されているそのような印象は、よりよいライフスタイルや安全を

求める留学生や移民が行き先を考える上で重要な要素であろう。日本と違って、人口

密度が低く、移住者を受け入れる余裕も大きいと言えよう。

また、世界で最多数の留学生を集めるアメリカが、2001年９月１１日の同時多発テ

ロ事件後、留学生へのビザ発給を厳格にしたため、アメリカに代わる留学先としてオ

ーストラリアやカナダなどが浮上したことも（オーストラリアHugo2008，カナダ

Muller2006)プル要因の一つとして挙げられよう。

オーストラリアの国家、州政府、教育機関など様々なレベルでの積極的なマーケテ

ィングも重要なプル要因である。留学生受け入れを中心とする国際教育はオーストラ

リアにとって石炭、鉄鉱石についで第三位の輸出産業であり、2007年から2008年の１

年間に留学生が支払った学費と生活費は国家に13億7,300万豪ドルの収入をもたらし

た'３．政府からの公的資金の削減を特徴とする厳しい環境の中で、留学生受け入れを

はじめとする国際教育によって得られる経済的な利益は、教育機関にとってますます

重要になってきている(IDP:2003:９７)。オーストラリアの高等教育機関における全学

生に占める留学生の割合が17.8％(2006年)とOBC､諸国の中でも最も高いl9のも、その表

れとも言えよう。

最後に、本稿で注目したいオーストラリアのプル要因は、移住と雇用の可能性であ

る。オーストラリアも日本ほどではないにしろ、少子高齢化社会である。出生率を上

げ労働人口を増加させるには長い期間を要するのに対して、就労可能な年齢の移民の

受け入れは短期間で効果が出せる方法である。留学を移住への経路にすることは、オ

ーストラリアで教育を受けたオーストラリア経済に貢献できる若年層の人口増加につ

ながる可能性があり、政府もそれを奨励している(IDP2003：９８)。オーストラリアでは

留学生政策と労働政策、入国在留管理政策との連携がよく機能していると言えよう

（佐藤他2008）。

2009年６月現在、２年以上オーストラリアに留学しオーストラリアの学位・資格を

取得した留学生が申請できるのは技術独立移住ビザ（サブクラス885）である。ポイ

ントテストで、年齢、英語力、学位・資格などの項目ごとに細かく決められた点数を

加算し、120点に達すると合格となる206合格点数、項目やその詳細などは、情勢によ

り随時変更される。例えば、留学生は1999年から５ポイント加算されることになり、

また、2001年からは卒業後、オーストラリアを出国せずに永住申請ができるようにな
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った°さらにオーストラリア国内で人材が不足している「必要な移住者職業リスト」

仙錘tionOccupationinDemandList,MOmL）に掲載された分野を専門とする者には１５

ポイントが加算されることになり、留学生の専攻分野やコースの選択に多大な影響を

与えてきた＄ixTellandHealy2008：２)。

将来の移住を目指す留学生は、永住ビザ申請に有利になるように、専門分野や教育

課程、留学先などを選ぶことにより、留学計画の作成が容易になる。移住の可能性が

オーストラリア留学をより魅力的なものにしていると言えよう。また国家にとっても、

必要な知識と技術を備えたすぐに社会に貢献できる若い人材を選択的に受け入れるこ

とが可能となる（佐藤他2008)。実際、多くの留学生が移住を希望し、卒業後に永住

権を申請している。オーストラリア政府国際教育機構(AustmlianEducation

lntemational,AEI）は2007年に、高等教育機関と職業訓練校を修了後１年になる学

生に対して追跡調査を行ったが、高等教育機関に留学した学生の72％、職業訓練校に

留学した学生の78％がすでに永住権を申請したか、またはこれから申請する予定であ

ると回答している（AEI2008)。つまり、７～8割の学生が卒業後の選択肢として、オー

ストラリアでの永住権取得を選んでおり、移住の可能'性が留学先としてのオーストラ

リアの重要なプル要因になっていると言えよう。

では、以上のようなプッシュ要因、プル要因は、どのように学生の留学の決意、留

学先の選択にかかわっているのだろうか。本節の最後に、Ｂａas(2006）の大規模なフィ

ールドワークから、インドからオーストラリアへ留学している学生の具体的なあり方

を見てみたい。彼らの大半は次のタイプに分けられると言うGaas2006：12-23)。

①最初から永住を目的に留学したわけではないが、留学後に永住権を希望するよう

になった学生。元来、米国や英国への留学を望んでいた学生が多く、当初はオー

ストラリアの永住権について知識も興味もなかったが、常に永住権取得を話題に

する周囲のインド人学生の影響を受け、永住権は留学後当然期待されるべきもの

と思うにいたる。学生ローンも借りて留学に莫大な投資をし、勉学上の期待をも

って留学した学生は、教育の質に対する失望の代償として永住権を求めるように

なる。

②卒業後に永住権か数年の就労許可がほしいと最初から考えていた学生。インド人

学生の大半は、学生ローン（15,000豪ドル～５５，０００豪ドル）により留学が可能に

なる。インドでそれを返済するのは長くかかりすぎるし、家族の経済的負担も大

きくなりすぎるため、卒業後、オーストラリアで働くことが重要となる。このタ

イプに属する学生は勉学についても真剣だが、移住の要件を優先するため、専攻

したい分野の勉強ができないこともある。

③永住権取得のためだけにオーストラリアに留学する学生。永住権取得に有利で学

費の安いコースで学ぶ学生が多く、教育の質についてほとんど関心がない。この
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タイプに属する学生の多くは、インドの平均的な教育機関を平均的な成績で卒業

し、経済は急成長を遂げているが競争の厳しいインド社会で、自分の将来を明る

く描けない。よりよい生活やよりよい就業機会を目指してオーストラリアに来て

いるが、専門職ではなくタクシー運転手やセキュリティガードなどの仕事に就く

ケースが多い。現在、このような学生が急速に増え続けており、最大のグループ

になっている。

最初の動機がどうであれ、留学を移住の経路とする点は３つのタイプに共通してい

る2'・インドでは得られない機会を求めて海外に出る学生が、よりよい生活と雇用の

可能性に魅かれてオーストラリアに留学している。特に急増の目立つ最後のタイプの

学生の主目的は永住権取得であり、その目的を目指して行動する「移住者としての留

学生（studentsasInigants)」田aas2006：１１)なのである。

3.留学生政策、労働政策、移民政策の連携の課題

すでに前節で触れたように、留学生政策、労働政策、移民政策の連携には多くのプ

ラス面が存在するが、一方で様々な問題も明らかになってきている。まず、永住権取

得を目指し、オーストラリアに必要とされる分野で学位や資格を取得する留学生の増

加が、オーストラリアに必要な技術を持った移民の受け入れを促進し、人材不足を解

消する結果になっていないとの指摘がある＄iITell2006、BixTellandHealy2008、

Watty2007など)。つまり、留学生の多くは、オーストラリアで学位や資格を取得して

もその専門分野での就職ができていないと言うのである。前述したBaaｓ（2006）のイ

ンド人留学生の最大グループの特徴も、この指摘と合致している。BilTellandHealy

(2008)は、2001年から2006年に技術移住した学位保持者のうち、２０歳から29歳と３０

歳から64歳の２つのグループの就職状況を比較している。前者の若い層はその多くが

元留学生で、卒業後すぐオーストラリアで移住を申請した人々、後者はその多くが他

国で学位を取得し職務経験もあって海外から移住を申請した人々と想定されている。

BilTellandHealy(2008)は、移住者を主要英語圏2２（イギリス、ニュージーランド、

南アフリカ、北アメリカ）出身、非英語圏出身と分け、その就業状況をオーストラリ

ア生まれの人々と比較し、就職中（管理職、専門職、技術職、サービス職・事務職、

作業員など職種別）、失業中、無職のそれぞれの割合を示している。非英語圏出身者

は、ヨーロッパ、北アフリカと中東、東南アジア、中国、北東アジア、インド、バン

グラデシュ・パキスタン・スリランカ、その他出身と分けられている。主要英語圏出

身の移住者は、若い世代でも資格と関連した分野で専門職（48％）や管理職(9％)に

就いている人が多いのに対して、非英語圏出身者の場合には、専門職（19％)、管理職

(3％)と少ない。つまり、技術移民の源泉として最も増加している非英語圏からの元留

学生の受け入れは、オーストラリアの人材不足を解消する結果になっていないと言う。
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ちなみにインド出身者は最大のグループであるが、専門職（１９％)、管理職(3％)、バ

ングラデシュ・パキスタン・スリランカは専門職（１５％)、管理職(3％)と、やはり専

門職や管理職に就く割合は低い。

専門職の中で、現在、最も技術移住者が多い職業は会計士であり、その大半がオー

ストラリアの大学で資格を取得しているが、南アジア出身者（20歳～29歳）で、会計

学を勉強しながらも、会計士として就職しているのは14％にすぎず、半数以上がサー

ビス職・事務職、作業員など会計学と関係のない分野で就職している＄ilTelland

Healy2008：１１－１２)。南アジア出身者でも上の世代（30歳～64歳）は30％前後が会計

士として就職していることから、特に近年増加しているオーストラリアで会計学を専

攻した元留学生が会計士になれていないこと、この傾向が南アジアと中国出身の留学

生に顕著であることが指摘されている。

Ｂｉ,Tellらの指摘は、留学生の増加がオーストラリアの人材不足を解消していない、

つまり留学生政策、労働政策、移民政策が意図されたようにはうまく連携していない

側面を示している。では、なぜオーストラリアで専門的知識と資格を得たはずの元留

学生がその専門を生かした職に就かない（就けない）のだろうか。

Watty(2007）は、多くの留学生、特に大学院の会計学コースで学ぶ留学生は、会計

士として働くことよりも、その学位が永住権取得に有利になることにもっぱらの関心

があり、学部と大学院レベルの会計学卒業生は記録的に増えているにもかかわらず、

会計士不足が解消されていないと指摘している。第２節に引用したBaasが３番目に挙

げたタイプの、永住権取得を目的としたインド人留学生が典型的な例と言えるだろう。

このような「移住者としての留学生」の急増は、「永住権工場(PRfactory)」Gaas

2006：13-14）的な教育機関の急成長を促している。Ｂａａｓ(2006：13-14）によると、南

アジアからの留学生の多い教育機関の幹部やコースの責任者は、永住権に左右される

留学生の動向を十分に認識した上で、政府による移住条件の変更に合わせてコースを

変えるなど「永住権に支配された」市場に対応している。「移住者としての留学生」

の増加は教育の質の低下や教育機関の安易な留学生依存体質を助長していると言う。

また、BilTellandHealy(2008：１７~１８)によると、オーストラリアで資格を取得した

元留学生が専門職につけないのは、専門職に必要な英語でのコミュニケーション・ス

キルの不足と関連分野での職務経験がないためである。留学時に英語力をすでに証明

しているはずの留学生の英語力不足、永住権が目的で専門職に就かない元留学生とい

った問題は、他の先行研究でも厳しく指摘され(Birell2006など)、メディアでも報道

されてきた29．このことは、元留学生であってもビザの申請に英語力の証明を要する別

など、永住権取得の条件が厳しくなるような政策改定へつながったと考えられる25．

他方、筆者らが2009年３月に聞き取り調査を行ったアデレード市で留学生支援に携

わる専門家は、法律家や会計士の職種組合は保守的で外国人が入りにくいようだと指

-３４－



摘している。職種によっては、留学生受入れに消極的で、見えない壁が存在している

のかもしれない｡

また、経済状況の悪化、国内の失業率の上昇などによって、移民の受け入れ枠が削

られたり、永住権獲得に有利な職種が変更されたりすると、「移住者としての留学

生」が振り回されるという問題もある。前述のアデレード市での聞き取り調査では、

州政府や市行政の担当者、留学生支援の専門家から、2008年後半以降の世界同時不況

の影響への言及が目立った。豪ドル安のメリットから、2009年の新入留学生数への直

接の影響は見られていないようであったが、不況によって国内の雇用状況が厳しくな

り、移住政策が消極的になることへの懸念が、複数の機関で表明された。実際に、

2008年12月には移住・市民権担当大臣が、失業率上昇の影響を受けて技術移民の受

け入れ数を減らし、技術移住の対象となる職種を減らすことなどを発表した。雇用状

況が厳しくなる中で、雇用主のニーズと、オーストラリアの市民や永住者の雇用の機

会とのバランスを取るためだと言う２９．さらに、2009年２月には失業率が３年ぶりに

5％に達し、３月１６日には、自国民の雇用確保を優先させるために、移民受け入れ枠

を14％削減すると発表したことが日本でも報道されている216

南アジアからの留学生や移民の急増が、一部市民の反感や人種差別的な動きにつな

がりかねない、という懸念もある。2008年４月にはメルボルンで、５月にはアデレー

ドで、それぞれタクシー運転手をしていたインド人留学生が暴行を受け、重症を負う

事件があった28．どちらの都市でもタクシー運転手ら（その多くがインド亜大陸出

身）が、安全対策を求めて抗議行動を起こして注目された。インド人運転手の多くは

留学生で、メルボルンでは約５千人がアルバイトとして運転しているが、暴力事件は

珍しくなく、人種差別的な要素もあって、若いインド人タクシー運転手はそのターケ

ットにされやすいとの指摘もある29.また、タクシーに限らずインド人学生への暴力

事件の増加に対する自衛策が奨励されたり30,「カレー・バッシング」と言われるイ

ンド亜大陸からの学生に対する暴力事件の増加が報道されたりしている3'。さらに、

2009年５月～６月には、メルボルンやシドニーで相次いだインドからの留学生が被害者と

なった暴行事件をきっかけに、インド人留学生による都心での大規模な抗議行動などにも

発展した。オーストラリア内外のメディアで大きく取り上げられ32、より広く留学生の安

全の問題、一連の暴行事件は人種差別かといった議論も続いており、警察、教育機関、政

府なども対応に追われている。留学生にとって「住みやすく安全な国」であるはずのオ

ーストラリアが、そうでもないところになっていることが懸念される。

おわりに

本稿では、オーストラリアにおいて、留学生政策、労働政策、移民政策の連携によ

って、必要な人材を選択的に受け入れる制度が、永住権目的の学生の増加、英語によ
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るコミュニケーション・スキルの不足、不況による移民政策の変更などによって、必

ずしも機能していない現実などについて、南アジアからの留学生を事例として分析し

てきた。「留学生30万人計画」を打ち出し、留学生の社会への取り込みにより高度外

国人材を確保するという政策を開始した日本にとって、オーストラリアの事例は、有

益な示唆を提示していると考えられる。

大きなプッシュ要因を有し、より有利な移住先を求めて南アジアから海外に出てい

く留学生が今後も増加するのは明らかであろう。日本でも第１節で紹介した高度外国人

材受け入れ推進にむけての提言や政策などを受けて、留学ビザから就労ビザへの切替え者

が近年増加し、2007年には１万人に達している39.入管規制が緩和され、留学生の就職促

進策が取られると、オーストラリアのように、就職や定住を視野に入れた南アジアの

留学生がさらに増加する可能性も高まると考えられる。入国管理の規制緩和は、その

ような可能性も十分に考慮して行うとともに、オーストラリアに比べ、移住者受け入

れの経験が乏しい日本では、留学生や技術移民が、家族も含めスムーズに定着できる

ように、社会統合政策（配偶者の語学教育や就職支援、子弟の教育などを含む）や国

際理解教育の促進を図る必要がある。また、就労、定住目的の留学生が増えた場合、

その受け皿となる教育機関の質の管理も重要である。

他方、留学生の側から見ると、機会の拡大を求めて、より有利な条件の国への留学

を目指すのは自然である。景気の状況によって、永住権や就労ビザなどの入管条件を

頻繁に変更することは、莫大な「投資」をして、永住権獲得や就職を目指してやって

くる留学生にとっては、死活問題となりかねない（現にオーストラリアの留学生は移

住条件の変更に右往左往している）。景気や雇用の状況によって、留学先での就職

（永住権取得）ができない可能性もあることについて、留学生に事前に周知するとと

もに、留学生の出身国や第三国での就職や起業の支援についても、「出口支援」のメ

ニューに加える必要があるのではないだろうか。なお、日本では「永住権Ｊについては

ほとんど議論されてこなかったが、注４で紹介した高度人材受け入れ推進会議実務作業部

会の報告書案にもあるように、最近では議論になり始めている。

最後に今後の研究課題について示したい。本稿で扱ったオーストラリアの南アジア

留学生に関する先行研究の多くや、筆者らのオーストラリアでの留学生調査（注21）

は、主に大学レベルの留学生に関するものであった。しかし、南アジアからオースト

ラリアへの留学生とその多くがたどる「移住の経路としての留学」をよりよく理解す

るには、美容師、シェフなどの職業訓練校の留学生についても調査する必要がある。

さらに南アジアと言っても、すでに見たように、インドとネパールではプッシュ要

因も違う。他の南アジア諸国の留学生の分析と合わせて、国別の分析が必要である。

2008年後半からの世界同時不況は、未曾有の危機として世界中に及んでいる。前述

のように、国内雇用の確保のために、技術移住の枠を減らすことをオーストラリア政
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府が発表しているが、優秀な人材確保を目指して積極的な留学生誘致策に乗り出して

きた日本や他の欧米諸国においても、不況と失業率の増加が「移住者としての留学

生」を取り込む政策に影響を与えることは必至である。経済情勢が留学生政策、入国

管理政策、労働政策に与える影響、また、留学生側の対応について、今後も注視し、

分析していく必要がある。
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Intemati◎naIStudentsfromSouthAsiat◎AustraIia:TrcndsandIssues

HirokoHASHⅡⅦO、伽OnashUniversity）

YUrikoSATOfIbkyolnstituteofTbchnology）

lnternationalstudents伽mSouthAsiahavebeenincreasinginmany

countriesamundtheworld,withbothAustraliaandJapanbeingtwoofthe

recipientcountries､India,ｉｎfact,isthesecondlargestsoumecountlyof

internationalstudentsinAustralianhighereducation・AccordingtothelDPs

prediction,one-halfofthetoplOsoumecountriesinAustraliawinbeSouthAsian

countxiesby2025,Internationalstudents伽mSouthAsiatoAustraliaare

maｴkednotonlybytheirrecentconsiderableincreasebutalsobytheveryhigh

ratioofindividuakｮwhoremainasskiⅡedmigrantsaftertheycompletetheir

studies・TheAustraliangovernment,spolicytowardsinternationalstudentsis

coordinatedwiththelaborandimmigrationpolicies,andstudentsareencouraged

toworkandstayinAustralia・

n1ispaperintroducesthecurrentsituationofintemationalstudents

homSouthAsiainAustralia,andexaminesthenegativeaspects(issues)in

relationtopolicycoordination,andmakessuggestionsonitspolicyimplicationsfbr

Japan・ThoughtheprimaIyfbcusofthispaperisAustralia,refbrenceisalsomade

toJapan

Hrstly,weintroducetherecentstatisticsandtrendofSouthAsian

studentsinＡｕstraliaandJapan､Secondly,weexaminethepushfactorsandthe

pullfactorsbehindthecross-bordermovementofstudents,thepuShfもlctorsof

lndiaandNepal,andthepullfactorsofAustralia,respectively・Animportantpull

fもlctoristhepossibilityofsettlinginAustralia,Whichwouldenhancethe

attractivenessofthecountryasastudydestination,ａｎｄａｔｔｈｅｓａｍｅｔｉｍｅ,it

enablesthecountrytosecurethenecessaxyskinedpersonneLThirdly,wediscuss

thecoordinationamonginternationalsstudentpoljcy,laborpolicyand

immigrationpOlicyinAustralia,fbcusingonitsnegativeaspects,morespecifically,

issuesinrelationtotheunsuccessfUlemplOymentoutcomeofinternational

students,thequalityofeducation,andthesecurityandsafetyofstudentsIYnany，

wepresentourrecommendationsaboutpost･graduationandemploymentin

relationtoJapan'srecentpolicyoninternationalstudents,andwerefbrtosome

fUtureresearchtasks・In2008Japanannouncedaplantoalmosttriplethe
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numberofinternationalstudentsby2020,andithasstartedconsidering

internationalstudentsaspotentialskinedworkers/migrantsanditintendsto

strengthentheconaborationandcoordinationamongtheministriesandagencies

concerned､Webe1ievethattheAustraliane沖erlenceo鮭rsvaluableinsightsinto

thisregard．
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【研究ノート】

サモアにおける教育開発に関する考察

奥田久春

(広島大学研究員、神戸大学大学院生）

はじめに

本稿の目的は、これまであまり取り上げられることのなかった大洋州島喚国におけ

る教育の現状について、サモア独立国(IndependentStateofSamoa：以下､サモア）

を事例として、教育開発の観点から明らかにすることである。サモアの教育について

は、これまで『オセアニア教育研究』において笹森氏や原氏、日浦氏によって論じら

れてきており、大洋州島喚国についての研究の中でも成果が蓄積されつつある')。本

稿ではそもそもサモアの教育についてどのような課題があり、どのような教育が目指

されているのか、そしてどのような構造で教育開発が行われてきたのかについて明ら

かにし、援助機関との関連を分析することで、サモアの教育開発の特徴を明らかにし

ていきたい。

１．サモア社会と教育制度

サモアは南太平洋に位置し、面積が2,935kｍ2の島喚国で人口が180,741人（2006

年）鋤である。ポリネシア文化発祥の地と呼ばれ、マタイと呼ばれる首長を中心に構

成される大家族制を基盤に村を形成する社会構造を有する。

1962年にニュージーランドを施政国とする国連信託統治から独立したが､経済的に

は他の大洋州島喚国と同様に脆弱であり、移民からの送金や海外からの援助に頼るこ

とで社会的、経済的な基盤を維持、整備しているのが現状である。近代国家としての

礎を保ちつつ、一方で独特の首長制など伝統的な社会制度を維持しており、援助と主

体性、近代化と伝統の狭間で相互に影響を及ぼしながらバランスを取っていると考え

られる。

こうしたサモアの教育制度について、その教育史を遡り、どのようにして教育制度

が整備されてきたのかを見ていきたい。

サモアではヨーロッパ人が到来した頃から、ミッション系の教会による学校が設立

されており、キリスト教とあわせて英語を教える場所として認識されていたようであ

る。公教育制度が整備されたのは、ニュージーランドが統治を始めてからで、その影

響を受けていたと考えられる。しかしながら１９２０年にニュージーランド教育省が行

ったサモアの教育に関する公式調査の中でサモア語の尊重について述べているなど、

一概にニュージーランドの教育そのものではなかったことも伺える砂｡1939年に教員
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養成校が首都アピアに開設され、また、各村や村同士が小学校、中等学校を建設し、

近代的な学校が整備されていったり。現在でも、ナショナルカリキュラムの開発や、

各学校への教科書や教材の提供、教員の配置については教育スポーツ文化省が行うこ

ととなっているが、学校経営のうち外的事項に相当することは学校設置者たる村や地

区などから選出された委員と校長を含めた学校委員会(SchoolCommittee)が行って

いる。

1959年に教育憲章mleEducationOrdinance）が制定され、また1992年の義務

教育改正法(CompulsoryEducationAmendmentAct）によって、５歳～14歳まで、

あるいは小学校終了（１年生～８年生）までが義務教育期間とされた。学校系統は小

学校が８年生まで､中等学校が13年生までとなっている｡８年生の修了時に国家試験

を受け、中等学校へ進学できるかどうかが決定され、また１２年生においてサモア国

内の統一試験(SChoolCertificate）があり、この成績によって、１３年生に進むことが

できるかどうかが決定される。この１３年生というのは大学に進学する者のためのも

ので、全ての学校にあるわけではなく、カレッジ（Conege）と呼ばれる学校にのみ設

置されている。

中等教育後の主な高等教育機関として、広域の南太平洋大学（UniversityofSouth

Pacihc）のキャンパスの一つがあるほか、サモア国立大学（1995年に日本の無償資

金協力で建設され､2006年にサモアポリテクニクと合併､高等教育部門､技術教育部

門から構成）がある。

こうした複線型の学校制度は、近年の教育政策によって改革されつつある。１９９２

年に世界銀行によって行われた｢西サモア教育制度復興教育セクター調査」（Western

Samoa-RebuildingtheEducationSystem-EducationSectorReview）がきっかけと

なり、教育省（DepartmentofEducation）はニュージーランド政府開発援助

（NZODA)の支援を受けて、「教育政策1995-2005」（EducationPoliciesl995-2005）

及び｢教育戦略1995.2005」（EducationStrategiesl995-2005）の政策文書を作成し

たのだが、この中で、２系統の中等教育を一元化（Singlestream）し、中等教育の効

率化を目指すこととされた。これは12年生までし力特たない中等学校を１３年生まで

有するカレッジとして増やそうとするものであり5)、１３年間の学校教育を確立させよ

うとするものであった。

２．教育の課題

サモアでは、政府が教育を重視してきたことや小規模の２島からなる地理的条件か

ら、学校教育の整備は比較的容易であったと推測される。先述したように、村の自治

が比較的強く、村が中心になって学校を建設してきたことも学校教育の整備に拍車を

かけたといえよう。2005年の学校数は小学校が167校(公立、ミッション系､私立)、
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中等学校は同じく４４校が存在している61．

こうしたサモアの教育について現状と課題を見ていきたい。表１は総就学率に相当

する出席率（ParticipationRates）を示しているが、５～14歳ではこの10数年95％

前後を維持しており、2004年は97％に達している。１５～19歳に関しては義務教育で

はないことから、それほど高くなく、ほぼ50％前後である。これは主に13年生への

進級が少なくなるためでもある。

表１全国学齢別出席率

1999 2000 2001 2002 2003 2004

5-14歳 95％ 98％ 93％ 96％ 95％ 97％

15.19歳 51％ 46％ 50％ 48％ 55％ 51％

出典:MinistryofEducation,SportsandCulture,Ｅ上加a伽zSfaZigZZbgD4g圏st2り“

July２００５

このような数値だけでは、少なくとも小学校教育へのアクセスは概ね達成されてい

るように見える。しかしこれを純就学率でみると、小学校段階では70％弱になること

がアジア開発銀行の調査によって報告されている7)。表２を見ると退学率の高さから

実際に学校に行っていない児童がいることが分かる。このように、教育へのアクセス

という面についても、依然として課題があるといえる｡

表２退学率(%）

学年／ 1-2 2-3 3-4 4-5 5-6 6-7 7-8 8-9 9‐ 10‐ 11‐ 12‐

年度 1０ 1１ 1２ 1３

99-00 ６ -１ １ ３ ２ ４ -３ 1１ 1０ 1２ 1７ 4７

00-01 ５ １ ０ １ -２ ２ -５ 1１ 1０ 1３ 1０ 4４

01-02 ７ -３ -３ ２ -１ １ ２ 1０ ９ 1５ ６ 3９

02-03 ５ １ ０ ４ １ ３ ２ ９ ４ 1２ ４ 3８

03-04 ８ ０ ０ １ ２ ３ ３ ９ 1１ 1４ 1５ 3１

04-05 ７ ２ ３ ２ ２ ２ ４ 1０ ９ 1３ ８ 3９

出典：MinistryofEducation,SportsandCulture,〃ｔＩａﾖtjbz]S6a姑t伽、49巴st2り“

July２００５

また従来から、教科書が貸与制であり、教材不足であることや教員の質の改善、教

授言語の問題などが指摘されている。そもそも小学校教育のナショナルカリキュラム

が１９７０年代に策定されたものであり改訂する必要性についても指摘されている81。
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実際にこうした教育の質について、例えば学力という観点から見た場合に大きな課題

を抱えている。サモア小学校教育でのリテラシーレベルのテスト（SamoaPrimary

EducationljteracyLevel:以下､SPEILテスト）が４年生及び６年生において行わ

れるが、６年生のニューメラシーでは、成績が低いため「落ちこぼれる危険性のある

児童｣(StudentsidentifiedatriSk)が７１％(2003年)という高い割合である(表３)。

8年生の国家試験の結果では､特に基礎理科や算数について毎年30点前後という成績

が続いており低いレベルのままである。

このSPEＬＬテストはもともと､1990年にユネスコによって委嘱されたオーストラ

リア教育研究委員会(AustralianCouncilofEducationResearch)の教育評価専門家

が、大洋州諸国の小学校レベルのリテラシー、ニューメラシーレベルを評価する手段

として考案されたものを、サモア教育省（当時）によってサモア語を含めたサモア独

自のものとして開発されたものである9）。これは児童がその学年までのカリキュラム

に沿った学習によってリテラシー、ニューメラシーがどの程度修得されているか、つ

まり教育経験のリテラシーレベルの範囲を決定するよう作成され、またその学年で期

待される最低限の内容を修得していない児童を「落ちこぼれる危険性がある」として

認識するものである。

表３小学校６年生SPEILテストにて落ちこぼれる危険性がある児童の割合

試験科目／年 1999 2000 2001 2002 2003 2004

英語 58％ 46％ 48％ 50％ 55％ 56％

サモア語 19％ 17％ 16％ 19％ 16％ 12％

ニューメラシー 60％ 58％ 56％ 62％ 71％ 67％

出典：MinistryofEducation,SportsandCulture,Ｅｔねnal伽SZatZgZrngDig巴st2ひa5R
July2005をもとに筆者編集

このSPEＬＬテストの成績が低い要因としては、例えば教授言語の問題、一定の教

員数が確保されず複式学級において指導が行き届いていないことや、教員の欠勤など

が考えられる、。

次に教員の課題を見ていきたい。表４は、サモアの児童／教員比率、学校数、教員

数を示している。サモア政府が認めている小学校教員一人当たりの児童数は３０人で

あり、アピアの比率はそれを超えている。また学校数から必要な教員数を考えてみる

と、アピアでは充足されているが､地方では､各学年に必要な教員数に足りておらず、

各学年に教員が揃っていない学校では複式学級となっていることが窺える。これは教

員数に対して学校数が多いこと、つまり教育スポーツ文化省が学校設置の可否を決定
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するとはいえ、各村々の自治が強い分、それぞれに学校を設置してきたことが原因で

あると言われている'')。

表４児童／教員比率、小学校数、小学校教員数（2005年、公立校のみ）

学校数 教員数

アピア 3７ 2０ 256

アピア以外ウポル島 2９ 7２ ４１９

サバイイ島 2８ 4８ 367

計 (平均）３１ 140 1042

出典:MinistryofEducation,SportsandCulture,EducationStatisticsDigest2005，

July2005をもとに筆者編集。

このようにサモアでは、表向きは見えないが純就学率が決して高くないことや、退

学率の高さも課題である。またSPEＬＬテストや８年生での国家テストに見られる成

績は公表され、サモアでも一つの課題として認識されており、次章で述べるが、サモ

アの国家政策でも取り上げられるようになっている。また質の高い教員数を確保して

いくことも課題であろう。

３．教育政策とビジョン

こうした課題がある中で、サモアではどのような教育政策が立てられており、また

どのような教育が目指されているのであろうか。

教育は国家開発戦略（StrategyfbrtheDevelopmentofSamoa：以下、SDS）にお

いて高いプライオリティが置かれてきたが、これまでのＳＤＳにおける教育の開発戦

略を見ると、多少の変化が見られる。2000-2001年のＳＤＳでは学校建設やカリキュ

ラム開発という側面が強いが、2002-2004年のＳＤＳでは教員の質に視点を当て始め

ている。2005.2007年のＳＤＳではリテラシーやニューメラシーの学力向上を目標に

掲げており、具体的に教員の質の改善とコミュニティによるサポートを強調するなど

教育の質の改善に向けた戦略となっている。また2008.2012年のＳＤＳでは、教育の

成果を改善することを目標として掲げ、SPEILテスト成績の向上、就学率の改善な

どを具体的な指標として挙げている。このように国家の戦略においてもサモアの教育

の課題を認識し、改善していこうとする方針が窺える。

また2006年７月には､これまでの｢教育政策1995-2005｣及び｢教育戦略1995-2005」

に続く９年間の「教育スポーツ文化省戦略的政策計画2006-2015」（Ministryof

EducationSportsandCultureStrategicPoliciesandPlan2006.2015）が発表され
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た。この中で教育政策のビジョンとして「全ての者の精神的、文化的、知的、身体的

可能性を認め、実現させるとともに生活上の選択肢を充たすことのできる質の高いホ

リステイックな教育制度」としており、教育の全段階での「質の改善」「普遍的初等教

育(UniversalPrimaryEducation)の達成｣などを目標としている。また｢平等｣｢質」

「妥当性」「効率性」「持続性」という５つの鍵概念に沿った目的のもと、小学校教育

や中等教育、特殊教育、カリキュラム、教育における言語など１８の政策を掲げてい

る。中でも小学校教育に関する政策では、そのビジョンを「全ての児童がその能力に

関わらず成功することを保証する小学校教育制度」であるとし、①７教科の新しいカ

リキュラムの開発、②教員マニュアルの開発、③補助教材の改訂、④視学官・教員研

修の実施、⑤学習材開発のための計画作成、⑥リテラシーレベルの向上のためのバイ

リンガル政策に沿った副読本の作成、⑦リテラシー、ニューメラシーの学力向上のた

めに家庭やコミュニテイとの連携強化、⑧義務教育法の強化、⑨定期的な教員モニタ

リング､⑩教員のための専門開発プログラムの提供､について戦略として挙げている。

また中等教育の政策では､｢広範囲に亘る将来の勉強やキャリアの選択肢を提供する質

の高い中等教育制度」をビジョンとして、①新カリキュラムの中間評価と教員への支

援、②質と妥当性確保のためのカリキュラムの内容のレビュー、③職業系教科の教授

学習の強化、④バイリンガル教育の強化と指導方法のレビュー、⑤理数科教育プロジ

ェクトの継続、⑥サモア国立大学との連携による教授法アプローチと教育内容の知識

の更新、⑦学校での進路指導の促進、を戦略としている。

また同政策では、教育の理念として「万人のための教育」（E肌）やミレニアム開

発目標（､皿Gs)、太平洋島喚国フォーラム（PacifclSlandsrbrum）の「フォーラ

ム基礎教育アクションプラン」（FbrumBasicEducationActionP1an）などに沿った

ものであると述べていることから国際的、地域的な教育の目標に合致させていること

が分かる。

このようにサモアの教育政策では、義務教育法の強化などにより純就学率や退学率

の改善を促そうとしていることや、SPEＬＬテストなどでの学力向上を目指している

ことが窺うことができ、教育の課題を認識した上で、改善を促すための戦略が考案さ

れているといえよう。

特に2005-2007年のＳＤＳや「教育スポーツ文化省戦略的政策計画2006-2015」に

挙げられたように、学力向上のためにコミュニティによるサポートを強調している点

については、村の自治が強い社会構造や学校制度の特徴であるといえよう。

4．教育開発の構造

こうした政策や戦略を具現化していための様々な教育開発のプロジェクトには援助
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機関が関わることが多い。サモアでは旧宗主国のニュージーランドを初めとして、豪

州開発援助庁（AusAm）や日本、ＥＵなど多くの援助機関が活動している。これま

でも教育開発を進める際に､こうした援助機関が関わっていることが少なくなかった。

先述したようにサモアの教育政策文書である「教育政策1995.2005」や「教育戦略

1995-2005」はNZODAの援助による「教育政策計画開発プロジェクト」（Education

PolicyandPlanningDevelopmentPmject）の成果であった。またこの文書において

目指されてきた、教員研修、教員の質、カリキュラムと教材、教育設備、教育省（当

時）の組織力などの改善・強化といった教育開発に関することには、それぞれ援助機

関が関わっていた'⑳｡例えばカリキュラムと教材の改善や付随する教員研修について

は、中等教育の一元化に向けたカリキュラム枠組みの開発、各教科のカリキュラム開

発、教材開発を内容とする「サモア中等教育カリキュラム・リソースプロジェクト」

（SamoaSecondaryEducationCumculumandResoumesProject:SSECRP）が、

1998年から2004年までニュージーランド開発援助庁(NZAID)'帥の支援で行われた。

小学校教育の教材開発と教員研修については、AusAIDによって1997年から20004

年まで「小学校教材プロジェクト」（PrimaryEducationMaterialsPmject）が実施

された。但しこのプロジェクトでは小学校のナショナルカリキュラムの開発は行われ

なかった。

一方､１２年生までしかない中等学校をカレッジへ昇格させていくために、一部の中

等学校を選別して設備の充実や老朽化した校舎の改築、整備が２０００年にアジア開発

銀行の｢教育セクタープロジェクト」(EducationSectorPrOject)によって行われた。

サモア政府の省庁再編に際し、当時の教育省（DepartmentofEducation）が教育

スポーツ文化省（MinistryofEducation,SportsandCulture）となるのに合わせ、

行政能力を強化するための「組織強化プロジェクト」（InstitutionalStrengthening

Pmject）がAusAIDの支援によって行われた。

これら以外にも小学校や中等学校には日本、豪州、米国によるボランティアが教員

として派遣されており、また日本やＥＵなどが小学校や中等学校の建設や改築を行っ

ているなどあらゆるところに様々な形で援助が入っている。二国間援助機関だけでな

く、国連開発計画（UNDP）やユニセフも援助を行っており、ライフスキルの導入や

特殊教育、早期教育などへの支援がなされた'4)。またサモアは「太平洋地域基礎教育

イニシアティブ」（PacificRegionalmtiativesfbrDeliveryofBasicEducation：

PRmE）１５)にも主体的に参加している。

このように、サモアの教育開発には政策立案段階においても、援助機関による支援

が入るとともに、その政策に附随する教育開発のプロジェクトを援助機関が支援して

いる。また各援助機関による教育開発が種々あるにも関わらず、目的に応じて援助機

関が棲み分けるという構造になっている。
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しかしながら上手く援助内容の重複が避けられてきたのは、サモア政府側と援助機

関間による会合の場で相互に確認しあっていたことが要因として挙げられよう。１９９９

年にこれら援助機関による会合が開催され、教育スポーツ文化省の方針が説明され、

各援助機関の方針が整理されている。２００４年の会合でもＳＤＳ（2005.2007）におけ

る教育の位置づけについてサモア財務省、教育スポーツ文化省から説明が行われ、各

援助機関は支援の方向性を提示するなどしていた。

こうした流れは２００５年の援助機関間の会合においてセクターワイドアプローチ

（SWAp）１６)の導入を議論したことに結びついている。サモア政府は、３で述べた教

育政策を包括的に実現していくために、比較的大規模な教育開発のプロジェクトを実

施することとし、①カリキュラム改訂と評価システムの導入、②効果的教員開発、③

質の高い教育へのアクセスの改善、④調査、評価、政策分析、計画についてのキャパ

シティ強化、⑤開発プロジェクト実施運営のキャパシティ強化、から構成されている

アジア開発銀行「教育セクタープロジェクト」のフェーズ２をAusAm、NZAIDと

の援助協調で2006年から実施している17)。このプロジェクトは、セクターワイドア

プローチに沿っており、サモア政府のオーナー－シップが求められるものである。こ

れまでもサモア財務省の援助調整担当官や教育スポーツ文化省、関係者が委員会を構

成するなど、援助機関と対等にプロジェクトに関わってきていた。こうした意味では

援助機関の支援を受け入れることが、一般的に従属論で説明されるような状況'8'にな

っているとは言えない。こうした援助協調の展開は比較的に先進的なものであり、サ

モアの教育開発の特徴とも言えよう。

おわりに

サモアの教育に関する基礎的な統計から、就学率の問題、学力問題、教員数といっ

た課題を取り上げてみた。こうした教育の課題については、サモアのみならず多くの

開発途上国が抱えている課題でもある。しかしサモアの教育においてはそうした課題

について認識されており、その改善に向けて教育政策に反映され、教育開発の取り組

みが実施されてきている。もちろん、その教育開発のプロジェクトには援助機関が関

わっているが、援助機関間の調整が行われるなど、サモア側のオーナーシップが見ら

れるものである。

一方、サモアでは、先述したように村の自治によって学校教育が比較的整備されて

きたという経緯もあり、村を基盤にしたコミュニティのサポートが欠かせない。教育

政策の中でもコミュニティによるサポートに大きく期待していることが窺える。

このようにサモアの教育は、教育の量や質の課題を認識しながら、援助機関ととも

に教育政策を立案し教育開発の取り組みを実施しているが、その実施には、村を基盤

としたコミュニティとの連携についても見過ごすことはできない。今後はこうした政
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策面だけではなく、コミュニティと学校との関係を調査していく必要があろう。
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のデータをもとに本稿では小中一貫校８校については、小学校・中等学校のいずれにも含

めている。

7）AsianDevelopmentBank,j3epロ'すazzdj3emmm印dk麹ｂｎＱｆ・幼eB1asjtねz]tわめeBaa2Yf

Qf2DあｅａｎＩ１ｇ”ａＢ可うりs巴ｄＬｏａｎａｎｄｚＥｄｈｍｂａﾉAs6mig歯aIz”Grzmt”Drdt3pGJ]dbzzt艶aだ

｡fSkmma勉坊ｅＥｔ血aItjbI]SbCZnr丑､たじtz2005,ｐ､27.

8）例えば前掲書など。

9）以下SPEILテストに関する記述は、国際協力機構（JICA）サモア事務所がサモア国立

大学に委託して行った調査JapanhlternationalCooperationAgencySamoaO伍Ｃｅ，

cﾉ、4号jVZZgSfu⑱'４ｊ艶ｈｏロノAna肱jgof，zhmen”Ｂ泣刀azァa"ｄＺ]h2'BeSb℃り、k理Ｊ'＆国hopls

血＆RmoaZ”9弓2りり4;2006.を参考にした。

10）前掲書を参考6

11）CCinternational，Ｚと砥ｈｍｂａﾉAssjg歯az]“ｊＷｊｂｎａノＺｂａ酌erDev用白ﾉﾋﾘｐｍ印t母語zmeww月Ｑｒｋ

砥]aﾉZ4BeporZ;2008,ｐ､14.

12）ここに挙げた各援助機関のプロジェクト内容についてはサモア財務省（Ministryof

FHnance）が２００５年の援助機関間の会合にて配布した資料、MinistryofFHnance,Aid

Coordination-ManagementDivision,Skmma"z海r渡hわsjbrDewaﾉbpment2n“2”尻

をもとにしている。
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13）NZODAは2002年頃よりＮＺＡｍと改称している。

14）例えば1993年にUNDP、ユネスコ、ユニセフ、AusAmによって「基礎教育と生活技

能」（BasicEducationandljfbSkills:BELS)が太平洋の広域プログラムとして実施され、

リテラシー、教授法、小学校レベルの評価法の改善、コミュニティ参加が図られた。特に

農業科学(AgriculturalScience）と生活技能(IjfeSld]l）のカリキュラム開発や学校経営

に対する支援が行われた。またＵＮＤＰの「総合的到達のための機関拡大プロジェクト」

（AugmenthlstitutionsfbrGeneralAttainment:AIGAPmject.因みにAiga=サモア語

で大家族のこと)が1998年から2003年まで実施され、小学校の教授用言語としてサモア

語の使用、特殊教育への支援、国立訓練機構（NatjonalTrainingAuthority）の設置、早

期教育の開発が行われた。

15）フイジーの南太平洋大学教育学部(InstituteofEducation)に設置され､ＥＵ及びNZAID

が資金援助を行っている。太平洋島嘆国フォーラム（PaciEclslandsEbrum）教育大臣会

合によって2001年８月に合意されたEbrumBasicEducationActionP1an⑱BEAPﾂをも

とに､大洋州15カ国それぞれの社会文化を尊重しつつ､普遍的な教育へのアクセス、平等

を確実にし、質と成果を改善するためのプロジェクトとして２００４年に開始された。各国

が主体的に行うプログラムに資金を提供している。

16）一般的にＳＷＡｐとは、１９９０年代以降セクター支援の概念として確立してきたものであ

り、①途上国政府側のオーナーシップ、プロジェクト実施者が主体性をもって準備と実施

の中心的役割を果たすことが求められ、②そのセクター全般にかかる政策フレームワーク

が現実的で内部整合性があり、③援助機関側の協力が重複なく、また全体として最も効果

が大きくなるように政府によって調整されていることが必要であり、④途上国側の予算も

含め、資金の出所に関わりなく共通の手続きに基づいてプログラムを実施することが求め

られるというものである。

17）AsianDevelopmentBank,j3E¥ﾌα寸aJzdj3eじりｍｍｅＩ]dhZ1bImf･坊e盈沿sjtiazzt如妨eBaaIzf

afD血'eCzmg”ａＢ'６服うりsBdLQan”d蝿GhJz極〃4ssZg虎､“G2”ｵ"mzdbpenda腫ts2趨彪

QfSk2moa勉勉e及血℃”bI2Sb℃､ロrHtリセ℃t凪2005.

18）例えばPhjlipG・Altbach,ServitudeoftheMind？：Education,Ｄependenq8and

Neo-colonizalism,ｉｎＮｅｗＤｉ“ctionsinComparatjveEducation,ｐｐ､469-484.などによっ

て説明されている新植民地主義。
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QflSk2moa勉坊ｅＥｔｊｂ巴aZ1bzzaganrB1qﾉも℃tz2005・

EducationPolicyandP1anningDevelopmentPrOject，脚色sZarz＆ｍｍａＥｔｊｈＪ唖a2ｺb〃
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Astudyoneducati◎naIdeveI◎pmentinSam◎ａ

HisaharuOKUDA

(Coordinato喝HiroshimaUniver”GraduateStudent,KObeUniversity）

ＴｈｅｐｕｒｐｏｓｅｏｆｔｈｉｓｓｔｕｄｙｉｓｔｏｒｅｖｅａltheCharacteristicsofeducational

developmentinthelndependentStateofSamoaqlereinafterreferreｄｔｏａｓ

Ｓａｍｏａ)locatedintheSouthPacifcregion,Inthispap“Ianalyzeeducational

mattersofconcern,educationalvisionintheeducationalpolic腿andeducational

developmentinSamoa・

Whilebeingamodernstate,ＳａｍoamaintainsitstraditionalsoCialstructure

composedofvinages,ThepubliceducationsystemwasintroducedbyNewZealand・

SChoolhasbeenbuiltandmaintainedbytheschoolcommitteebasedonvinages・

DepartmentofEducationrefbrmededucationalsystemWithtwopolicy

documentsdevelopedwithNewZealandassistanceinl995・Inthesedocuments，

singlestreamsecondaxyeducationwaspromoted・

Howevel;therestinexistseveralmattersofconcerninaccessandqualityof

education・Thenetenronmentratioinprimaryｌｅｖｅｌａｎｄｈｉｇｈdropoutratio

revealedafactthatsomeofstudentsdonotparticipateinsChoOls・

RegardingtheqUalityofeducation，ｔｈｅstudents'academicaChievementis

prOblematic,TheSamoaPrimaryEducationljteracyLevel(SPEIIjTbstofYbar6

resultsshowthat７１％studentswereatriskinthenumeracy；

Severalreasonssuchaslanguagesofinstruction，lackofteacherscausing

compositeclassesinwhichteachersdonotweninstruct,andteacherabsenteeism，

arereported・TY1enumberofteachersinlocalareasissmallerincomparisonwith

thelargenumberofsChoolsbuiltbyalmostevelyvinage・

Ｉｎｔｈｉｓｓituation,educationhasbeenputhigherpriolityinthe"Strategyfbrthe

DevelopmentofSamoa>，statingtheimprovementofeducationoutcomes,suchas

theresultofSPELLTbstandenrOllmentratio.‘MinistxyofEducationSportsand

CultureStrategicPoliciesandP1an2006-2015'statessomepOliciesincludingthe

communitysupporttoimproveeducationoutcomes・

AidagenciesinAustralia,NewZealand,Japan,andAsiaDevelopmentBank

participatedinprOjectstoimplementeducationpo1icies､TheGovernmentof

Samoawencoordinatedtheseaidactivitieswithitsownershipholdingseveral

donormeetingsanddiscussingSectorWideApproaChes．
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Samoahasrecognizedseveralpmblemsabovementionedandmadeef6brtsto

lmpruvethemrenectedineducationpoliciesanddevelopmentprOjectswithaid

agencies・WhiletheseeEfbrts,thecommunitysupportsarestillimportant､Ｗｅｎｅｅｄ

toinvestigatetheschooldevelopmentandcommunitysupport．
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【講演会報告】

ニュージーランドの大学における教員の個人評価’

AndrcwBarke

(VictoriaUniversityofWenington,NewZealand）

要旨

ニュージーランドでは、２００３年より、高等教育機関に勤めているほぼ全ての教官に

PBRF（PerfbrmancedBasedResearchFhmding）という、研究資金の交付に関与す

る個人評価制度への参加を義務づけた。本稿は、その評価制度の紹介と、その制度の

導入がニュージーランドの大学における外国語教育に与えた影響について考察するこ

とを目的とする。後者の一例として、ウェリントン・ヴィクトリア大学の言語・文化

学部の現状を例に挙げ､ＰＢＲＦへの対応として採用されている様々な戦略について考

察する。

１．はじめに

文部科学省のウエブサイトによると､2004年に行われた国立大学の法人化の目的は、

「優れた教育や特色ある研究に各大学が工夫を凝らせるようにして、より個性豊かな

魅力のある大学になっていけるようにするため」と書かれている2･国立大学が国の組

織から、独立した「国立大学法人」へと変化していくことや２００６年から見え始めた

学生数の減少3により、日本の大学間競争がより激しさを増す中で､各大学の研究成果

は必然的に注目されるようになるであろう。久保田・矢野（2007）は、この傾向がす

でにいくつかの大学で行われている教員個人評価に見られるという。

ニュージーランドでも、国立大学の経営仕様は２０年ほど前から大幅に変わってき

た。政府の方針転換により、ニュージーランドの高等教育制度は、殆ど無償の教育制

度から、市場での競争原理を高める方針に基づいた教育制度に改革された。当時導入

された高等教育制度では、各高等教育提供者は、学生数を増やせば増やすほど国から

の資金が増加したため、各大学は、より高い学費を払う外国からの留学生を含め、新

入生の収集に多量の努力、時間、そして資金をかけた。しかし、1999年に労働党を中

１本レポートは、日本国際交流基金の日本研究フェローシップの支援によるものである。
２

ⅡⅡ巴Ｉ』理【】_Ⅱ品

参照

３（総務省統計研修所、2008）

｡ｕｕﾉｈｏｕｌｍﾉ０剛】５２７【】ソノ【】【 2008/11/1９
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心とした政権が成立して以降、徐々に学生数に基づいた資金モデルから、研究業績に

報いるモデルに変わった。この新しいモデルでは、国からの資金交付の一部は、各高

等教育提供者で行われる研究活動に結び付けられ、競争の焦点は大学生収集から大学

院生の増加や教官の研究成果に移行した。

２００２年７月に、ニュージーランド政府は、研究者の遂行能力に基づいた資金交付

配分制度の原案や実施の誘導指標を作成するための特別調査委員会を設立した｡２００２

年末に同委員会が提案したPBRF⑲erfbrmanCedBasedReseamhnmdin劇という

個人研究評価過程が採用され、それ以降、ニュージーランドの高等教育機関に雇用さ

れている研究者は、ＰＢＲＦの評価制度への参加が義務付けられた。本稿では、この

PBRＦ制度の概要を紹介した上で、ウェリントン・ヴィクトリア大学の言語・文化学

部の現状を一例として取り挙げ､ＰＢＲＦの導入が大学での外国語教育にどのように影

響を与えているかについて考察する。

２．PBRF評価とは

ＰＢＲＦは、PerfbrmanceBasedResearchnmdの略であり、研究成果に基づく研

究資金交付という意味を持つ。高等教育委員会（TbrtialyEducationCommission）

が出版したPBRＦ誘導指標（2006年）によると、ＰＢＲＦの目的は、ニュージーラン

ドの高等教育部門の研究優位性の奨励と報奨であるという。具体的なＰＢＲＦの目的

は次の通りである：

１．研究の質の向上

２．研究が大学及び大学院の教授を支持し続けることの保証

３．大学院生及び新しい研究者のために資金が交付されることの保証

４．研究成果に関する公的情報の質の向上

５．全ての学位の研究支持を減速したり、新しい研究者の制度へのアクセスを妨げた

りする資金交付の不当な集中の回避

６．現在の高等教育部門における研究基盤の強化

（PBRＦ誘導指標2006年、１２ページ）

各高等教育機関が受領する資金の交付金額を定めるPBRＦ公式は､上記の目的達成

のために計画された次の３つの構成要素から成っている：１）(EnEvidencePOrtfblio

（研究者の業績ポートフオリオ)、２）学位取得完了者の人数、３）研究によって生み
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出された外部からの収入。この３つの構成要素の中、最も重視されているのは、全体

の60％を占める研究者の業績ポートフオリオであり、残りの２つの構成要素は､それ

ぞれ25％と１５％を占める。

2.1研究者の業績ポートフォリオ（EvidencePOrtfblio）

学位レベルの授業を一週間に二日以上教えている、もしくは研究活動に十分な実質

的貢献をしている研究者は全員、一定期間に行われた研究活動を詳細に示した

EvidencePortfblio(研究者の業績をまとめた証拠ポートフォリオ)を提出することが

義務づけられている。ポートフオリオは既定の４２科目の中から最も近い科目を選ん

で提出し、同系統の分野を統合した１２のビア・レビュー（査読）審査委員会に評価

され、成績が授与される。同機関の研究者の平均成績により、その機関が受領できる

研究用資金の交付金額が決定される。このように各個人の研究者の成績が大学への資

金交付に影響を与えるというニュージーランドのPBRＦ制度の特徴は､イギリス等で

行われている研究グループの成績に基づいた研究評価制度とは異なっている。

2003年に行われた一回目のPBRF評価では､２２高等教育機関が8,018人の教官の

業績ポートフオリオを提出した。そして、2006年には、第二回PBRＦ評価が部分的

に行われた。今回は、再評価によって、より良い成績が受領できると思われた教官だ

けが業績ポートフオリオを提出し､提出しなかった教官には､2003年の成績がそのま

ま残置された。再提出した人は、ＮＥ（NewandEmergingreseamher‐新しい．今

後成長する研究者）という新しく導入された範鴫に当てはまる人が多かった。ＮＥ範

鴫として分類されるには､過去６年の問におけるPBRF評価制度が適用される職への

新規就任が条件とされた。第二回PBRＦ評価では、３３の高等教育機関から8,671の

業績ポートフオリオが提出された｡次回のPBRＦ評価は2012年に行われる予定だが、

そのための準備として､模擬中間PBRF評価を行っている高等教育機関は少なくない。

ウェリントン・ヴィクトリア大学も、その中の一つである。

ＥＰ（業績ポートフオリオ）は、１）研究成果、２）研究環境への貢献、３）ピアエ

スティーム（同分野の研究者からの高い評価）という三つの構成要素から成り立って

おり、それぞれの部分の比重は７０％、１５％、１５％となっている。研究成果の要素で

は、NOminatedResearchOutputの小区分に、研究者が自己の最良研究成果を四つ

まで指定できるが､それ以外に､PBRＦによる研究の定義に当てはまる研究成果を３０

個まで表記することも可能である。

「研究」は、高等教育委員会により次のように定義される：

●ＰＢＲＦの目的に従い、研究は、理解や知識への貢献のための独自の調査であり、

学問分野によっては、文化的革新または美的な改良でもある。
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●一般的に(研究は)、一定の学問分野の専門家による厳格な評価に耐えられる仮説

や理知的な見解に動機づけられた実験的、または評論的な調査に基づいたもので

ある。

●（研究は）自己の専門分野における理論、方法論、‘情報についての専門的知識を

もつ人によって行われる独自的､創造的､累積的､且つ多くは長期の活動である。

研究の結論は、出版または公的な発表により、同分野の者の綿密な調査や形式的

な評価が得られるようなものでなければならなない。

●学問分野によっては、調査及びその結果は芸術作品、デザイン、または演奏のよ

うな形になることもある。

●研究には、科目や学問分野の理知的な構造基盤の貢献（例えば辞典や学問的な出

版物）が含まれる。そして、デザインや構造の解決に向けた実験的な開発、新規

にもしくは実質的に改良された素材、装置、製品、または過程に至る調査も含ま

れる･

ＰＢＲＦに指定されている研究の定義は、ニュージーランドの大学で外国語を教えて

いる学者の研究活動にも、直接的な影響を与えている。例えば、この定義では、対訳

辞書や学生用の教科書の作成は研究業績として認められないので、このような作業に

時間をかけてきた学者は、その努力が無駄であったことを、2003年度のＰＢＲＦで初

めて知った｡純粋な翻訳もPBRＦ制度では研究業績として認められないが、ある程度

の評論的な討論や分析が含まれていれば認められることもある。

ＰＢＲＦに指定されている研究の定義を満たすこと以外に、研究成果が査読を受けた

かどうかも重要とされている。更に研究成果の種類によっても、重要性が異なる。例

えば、編著書は著書より重要性が低いことや、有名な学術誌に出版された論文は共著

書より重要性が高い等である。そして、研究成果が共同執筆論文であれば、各執筆者

の貢献の割合を言明しなければならない。

2.2ピアエスティーム（同分野の研究者からの高い評価）

研究者の研究業績以外に、同分野の研究者からの高い評価も業績ポートフォリオの

一部として必要とされている。提出可能な証拠は下記のものを含む。
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●

●

●

●

●

●

●

●

●

研究のための特別奨学金、賞金、賞等

フェローや限定されている．選挙で決められている学会や学術団体の会員である

こと

編集委員会や審査への参加一学術誌の編集委員会の会員や学術誌と本の企

画書の評価と審査を含む

学会での発表や研究関連のイベントの公演依頼

好意的な評価や推薦一解説総説や専門職のコメント・推薦状等を含む

産業や職業上・地域社会・政府機関の諮問委員会の任命。研究関係の選考委員会

や資金交付委員会の任命、イウィ（マオリの部族）の委員会や協会の選挙、そし

てワイタンギ審判所への要求の準備を含むことも可能である

学生に関連した評価要因一教官が大学院生や留学生を引きつける力、または、

学生がより専門的な研究関係の資格・職・出世の機会がもらえるよう助言する力

研究関係の好意的な引用文

ピアエスティームの他の証拠ゎ例えば、敬意ある研究者や決定者に教官の高等教

育機関又はニュージーランドを訪問してもらい、その訪問を主催する力；助言者

になる招待；査読者になる招待；一流の国立・国際的な施設への限定された利用

権を得ること；外国の組織で働く招待を得ること；それ以外の研究関係の活動・

過程・方針に関する良質保証者の役割を担うこと

2.3研究環境への貢献（ContributiontotheReseamhEnvimnment）

研究環境への貢献は、下記のようなことである。

●共同研究や共同研究コンソーシアムの会員

●研究学問分野への貢献

●学問分野や研究のネットワークを促進すること－学会・パネル・セミナー．
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ワークショップ・学術誌のクラブ等の組織・主催・司会など；機関内や機関間、

または科目分野間の相互関係の発展；適切なコミュニティーや関係者との積極的

な触れ合いや研究成果を広めることを含め、研究の最終使用者との強い関係の開

発や維持

●研究環境への貢献一研究の構造基盤の開発（施設・その他）

●外部からの資金交付を得る研究の発生一研究者が勤務機関以外の出所から

の資金交付を得る能力を含む

●研究者の成長への貢献

●学生の研究指導一修士課程・博士課程の学生の指導

●学生の出版・展覧・演奏の援助

●その他の研究環境への貢献

３．大学教官の評価

業績ポートフオリオが提出された審査委員会は、ポートフオリオの三つの部分に０

－７の間の点数を与える。そして、その点数は上述の公式(70%-15%-15%）で計算さ

れ、獲得した点数の合計により、研究者の業績ポートフォリオに授与される成績が決

定される。全部で六段階の受領可能成績がある一Ａ,Ｂ,Ｃ,Ｃ(NE),Ｒ,Ｒ伽E）

「A」の成績を受領するには、研究者は、規定されている期間内に、世界で一流基

準の研究成果を作成したことを証明し､同分野の研究者に高い水準の承認や敬意を得、

ニュージーランド、または国際的研究環境に重大な貢献を果たすことが必要である。

「B」の成績は、研究者は、高度な研究成果を作成し、少なくとも全国的に同分野

の研究者に研究の承認を得、勤務機関以外の研究環境に貢献を果たした、もしくは勤

務機関内で重大な貢献を果たしたことを示唆する。

「C」の成績は、道理にかなう量の査読を受けた研究を作成し、ある程度の同分野

研究者の承認を得、勤務機関内の研究環境に貢献を果たした人に与えられる。一方

「CqVE)」という成績は、過去６年間以内に初めて研究関係の職業を開始し、ａ)博士

課程またはそれに対応する資格を完了し、査読された研究成果を二つ以上作成したこ

と、もしくはｂ)博士課程と同等な研究成果と二つ以上の道理にかなった研究成果を

作成したことを示す。
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「R」の成績は､研究者が「C」以上の成績に適当な程度の研究活動を証明すること

ができなかったということを意味している。同様に、「R(NE)」は､新しい．今後成長

するであろう研究者が、「Ｃ(NE)」以上の成績に適当な程度の研究活動を証明しなか

ったことを示す。

2003年度のPBRF評価過程では､研究者の5.5％に｢A｣の成績が与えられ､22.6％

に「B」の成績、３１％に「C」の成績、そして40.9％に「R」の成績が与えられた。後

者二つのグループには、2006年度のＰＢＲＦで「新しい。今後成長する研究者」とい

う新しいカテゴリーに分類された人も含まれていた。2006年度の部分的な評価では、

Ａ・Ｂ．Ｃの成績を受領した研究者は、2003年度の59.1％を上回り、66.5％にたどり

ついた。

４．ＰＢＲＦと外国語教育

ニュージーランドの大学で外国語を教えている教官は、他学部の教官とはかなり異

なる種類の難問が突きつけられていると思われる。特に初心者レベルでの非母語教育

には、教官も学生も多量の時間と労力をかける必要がある。言語を教える為に適する

クラスの規模は、他学部より小さく、学生との応対時間も他の科目より多い。又、学

生の習得度を計るために、他学部でよく見られる最終唯一試験ではなく、小テストの

実施数が多く、聴解、会話、識¥、作文という４つのスキルの中のどれを計るかによ

りテストの形式が異なるので、準備にかなりの時間を要する。更に、外国語を教えて

いる教官の専門分野が第二言語教育とは直接関連がない場合も多い。例えば、外国の

文学や歴史等の専門家の中に、外国語を教えている教官も多く、その場合、自己の専

門分野について教える機会が限られている。このような要素により、ＰＢＲＦの評価制

度が導入されて以来、大学で外国語を教えている学者は、いかにして教える時間を減

少させながら、研究時間を増加させるか思索する圧力が高まった。

ＰＢＲＦでは、外国語教育は、言語学と同じ科目範晴に分類され、人文科学と法学研

究部門のパネルで評価された。同じ範晴にあるものは区別ができないため、外国語教

育と言語学の結果を比較することができず、それぞれの外国語部門も比較できない。

できるのは、外国語教育と言語学の科目範鴫を他の科目範鴫と比較することである。

2003年度に評価された４１の科目範晴のうち、外国語教育と言語学は２３番目に位置

し、平均点は、全４１の科目範鴫の平均、１０点満点での2.59点より少し低い2.46点

であった。最も高い平均点は、哲学の４．７４点であり、最も低い平均点は看護の０．３４

点であった。2006年度のＰＢＲＦでは、哲学と看護が同じ位置を保持したが、外国語

教育と言語学は、平均は2.6点まで上がったにもかかわらず、順位は６位下がる結果
となった。

PBRＦ評価制度では、成績が高ければ高いほど研究資金を多く受領できるので、低
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い位置を得た学部門では、２０１２年度のPBRＦまでに成績を上げる圧力を強く感じて

いる。この問題点に取り組む方法は様々であろうが、学部門の間に広く採用される方

法もあれば、特定の状況に直面している学部門や学部で、独自の方法が採用される場

合もあるのであろう。下記に、ウェリントン･ヴィクトリア大学の言語と文化学部が、

2012年度のＰＢＲＦの対応策として、学部内の研究環境を改良する為に採用している

いくつかの戦略を紹介する。

ウェリントン・ヴィクトリア大学の言語と文化学部の例

ウェリントン・ヴィクトリア大学の言語･文化学部は日本語､中国語､スペイン語、

フランス語、ドイツ語、イタリア語、ブラジルのポルトガル語、マレー研究、アジア

研究所、合わせて、９学科から成り立っている。マレー研究学科とアジア研究所では

外国語教育は行なっていない。

ＰＢＲＦの評価制度が６年前から導入されて以来、言語・文化学部、そしてその中の

各学科でも、将来の研究活動の資金交付を確保するように、研究環境の改良のための

様々な措置を実施してきた。更に、各教官が研究成果を増やす方法を考察したり、自

己の業績ポートフォリオのための研究成果の証拠を集めることに多くの時間を費やし

てきた。次回のPBRＦ評価は2012年までないが、ヴィクトリア大学を含め、学内で

のPBRＦ評価訓練を行う大学が少なくない。

学部として実施した措置の例として、最近学部長は、教官が定期的に研究休暇を取

ることを奨励している。以前は、「授業で忙しく、研究休暇を取る暇がない」と研究休

暇の申し込みを避けた教官もいたが、現在では、学部がこのような姿勢を積極的に変

えようとしている。

言語・文化学部が採用した二つ目の措置は、「contestablefUnd」という学部内で申

し込める競争的な交付資金の設置である。他に適当な提供先が見つからない場合、教

官が個人的に特定の研究活動の為にこの資金交付を申し込むことができるようになっ

た。例えば、教官が外国の学会で発表したいが、大学に２年に１度申請できる海外学

会旅費をもうすでに使い切ってしまった場合、学部の「contestablefUnd」にその分

の資金を申し込むことができるようになった。

三つ目の措置は、全教官が一週間に少なくても一日、丸一日授業がない研究日を設

置できるように、コースの再調整を行った。学科内の教官が全員同じ曜日に研究日を

設置する学科もあれば、いつでも学生の問い合わせなどに対応できるように、曜日を

ずらす学科もある。

それ以外に､学部長の提案により、各教官に､学部内または学部外からのスタッフ・

メンターが与えられるようにした。スタッフ・メンターは、可能な限り同類な専門分

野の者であり、研究活動に関するアドバイスやセカンドオピニオンを提供することが
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できる人でもある。

学部が計画的に採用した戦略ではないが、ＰＢＲＦの一つの影響は新人募集の際にも

見られる。ＰＢＲＦの導入以来、空位の応募者を検討する際、必然的に重要視されるの

は、応募者が採用された場合に、学部の成績が上がるかどうかということである。以

前は、長期間学部に貢献でき、人件費が比較的低い、これから成長する若い研究者を

雇うことが魅力的とされたが、現在では、最終的な決断には、応募者の研究業績のほ

うがより重要になってきていると思われる。

他に学部レベルで採用されている措置は、大学院の増強に関連し、例えば進学の見

込みのある学生に向けた宣伝を再検討したり、学部のウェブサイトにある情報が最新

で探しやすいことを確認したりすることである。また、在学している大学院生が、自

己の存在が学部にとって重要であると思えるように、学部内の活動やイベントへの参

加を勧めようとしている。定期的に教官と大学院生の懇親会を行ったり、大学院生が

学部のセミナーに参加したり発表したりすること等の促進により、最近大学院生と教

官の間の交流が増えてきた。学部の研究委員会に学生の代表が初めて参加したことに

より、学部と学生の間の情報交換も増加し、学生が学部内の研究環境に影響する新展

開についていけるようになったり、教官が学生の見地や意見を耳に出来るようになっ

た。

各学科も、教官が研究業績を上げることが出来るように学科独自の様々な措置を取

っている。例えば、日本語学科では、上述した学部が設置した研究日以外にも特に労

働集約型の初心者クラスから、教官の教える時間を減らす手段をとり始めた。日本語

学科の各レベルのコースは、一週間に４時間の講義（lecture）と１時間のチュートリ

アル(個別グループ指導時間)､合わせて５時間の授業で構成されている｡基本的には、

教官が大人数の講義を担当し、非常勤のチューターが小人数のチュートリアルを担当

することになっている。著者が担当している初心者のコースでは、毎年１２０人～１

４０人の学生が登録するので、講義を二つのクラスに分け、６０人～７０人の学生に

週二回繰り返して教える。要するに、他の担当コースを除いても、教官は言語のコー

スだけで週８時間教えることになっていた。

教官の教える時間と各クラスの学生数を減らすために、来年度から新しい授業構造

に変えてみようという提案がある｡2009年からは､講義の４時間を全て二つのクラス

に分けて行うのではなく、最初の２時間を、学生が全員参加する一つの大きいクラス

で行い、残りの２時間を、学生数が４５人程度の３つのクラスで行うつもりである。

大きいクラスでは、新しい文法の説明や聞き取りの練習など、学生と教官の間の個人

的接触が重要視されないような作業を行い、小さめのクラスでは、最初の２時間で習

得したことの練習などを行うつもりである。そして、小さめのクラスの一つをチュー

ターに担当してもらうことにより、教官の教える時間が２時間減少し、そのクラスの
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採点に要する時間も多少減少され、その分の時間を研究に当てることができるのでは

ないかと思われる。

しかし、研究時間の増加を狙い、授業時間を減少させる場合も多い。日本語学科が

コースの再検討をしているように､ドイツ語学科も同じような作業をすでに完了した。

しかし、ドイツ語学科の場合、計画した教授時間の減少は予想外の結果に終わった。

日本やアメリカと異なり、ニュージーランドの大学を卒業するには、通常３年を要

する。しかし、外国語を専攻している学生の能力や流暢さを初心者レベルから上級レ

ベルに上昇させるには、３６０時間（５時間Ｘ２４週間Ｘ３年間）という短期間では

言うまでもなくかなり困難である。そのため、ヴィクトリア大学の日本語学科とドイ

ツ語学科では、高校からの既習の学生に限って三年間、初心者の学生は四年間で卒業

できるようになっていた。

そこで、ドイツ語学科はＰＢＲＦの導入に対応し、長期間をかけて教官の研究環境を

改良する方法を検討した。その結果、言語以外の授業全てを２クラスから１クラスに

減少させることにより、それらの授業時間を半分にした。更に言語関係の授業に関し

ては、４年間の専攻プログラムがカットされ、初心者でも３年間、高校で習ってきた

学生は２年間で卒業できるようにした。即ち、最後の一年間のドイツ語教育が削除さ

れたということである。この戦略の実施により、ドイツ語の教官の研究時間はかなり

増加し、意味のある結果となった。しかし、しばらくしてから不運な事態が同時発生

し、ドイツ語の教官４人のうち３人が辞職し、同時にドイツ語を履修する学生数が減

少し始めた｡その結果､代替教官の募集を行う際､一人分の職が大学側にカットされ、

４人分の教える時間を３人に振り分けなければならないこととなり、結局研究に使え

る時間は殆ど元に戻ってしまった。

スペイン語学科でも、同じように教官の教える時間の減少と研究時間の増加を目指

す方法を検討している。採用された措置の一つは、いくつかの非常勤チューターの職

に替えて、シニアチューターと呼ばれる一つのフルタイム職を創造したことである。

シニアチューターの職は、全く研究とは関係なく、言語の授業で学生に教え、それを

評価するだけの仕事である。更に、スペイン語学科では、学生の評価の仕方も変える

ことにした。以前は定期的に行っていた小テストや中間テストを減らし、学期の最後

に行われる最終試験を導入することにした。その結果、小テストの準備や採点時間の

減少は勿論のこと、テストを欠席した学生のための追試の準備や学生がテストをして

いる間の監督など、様々な事務的な仕事を減らすことができたという。また、大学院

生の人数を増やすために、教官は、期待できる三年生に積極的に声をかけ、奨励した

り、メンタリングを行ったりするようにしているが、まだこの作戦の結果は見られて

いないという。
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５．終わりに

2008年６月に出版された「StrategicReviewofthePerfbrmance-basedReseamh

nmd」では、PBRＦ制度で教官が与えられる成績の解釈には、注意が必要であり、

教官の士気に悪影響を与える可能性があると言及されている｡更に、「高等教育機関が

この'情報を乱用し、適切なスタッフ発展の為のプログラムの代わりに教官の個人評価

に利用している証拠がある」という(Adams,2008:ｐ,4)。

ＰＢＲＦが授業に与えている影響に関しては、研究の評価は、授業への関心をそらす

可能’性があると認めているが､｢研究を主流から排斥しながら教授の努力を過度に強調

していた制度から、望ましいバランスのとれた制度に変えた」という良い結果に終わ

ったと見られている。しかし、このレポートや著者が知る限りの文献には、高等教育

機関で行われている授業がＰＢＲＦの導入により実際にどのような影響を受けている

かについては、書かれていない。

本稿では､ニュージーランドの一大学で行われている外国語教育にＰＢＲＦが与えて

いる影響のいくつかの実例を挙げた。ウェリントン・ヴィクトリア大学の言語・文化

学科では、研究活動にかけられる時間を増やすために、教官が言語の授業にかける時

間を減らし、授業に関連した事務仕事を減少させるべく様々な戦略を導入する傾向が

強まっているように見られる。研究環境に関しては、ＰＢＲＦは、教官の関心を自己の

研究やその研究の質と量の改善に向けるという期待された効果を上げている｡しかし、

最終的に大学で外国語を勉強している学生にどのような影響を与えるかはまだ明確で

はない。研究に基づいた授業が増えるかも知れないが、第二言語習得に重要とされて

いる小グループでの学習時間や、各学科が提供できる科目の減少に報いることができ

るかはまだ大きな疑問である。この点については、更に研究を行う必要があると思わ

れる。
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ビクトリア州への日本人留学生の現状と課題

虞田まこと

(オーストラリア・ビクトリア州政府教育企画推進官）

はじめに

ビクトリア州は、その面積が全土のわずか3％しかないにも拘らず､総人口とＧＤＰ

の25％を占める大都市である｡ビクトリア州民の出身国は233の国と地域からなり、

２１の主要言語が使われており、そのうちの６つまではアジアの言語である。ビクトリ

ア州民の２１％、そしてメルボルンに住む人の３０％が家庭では英語以外の言葉を話し

ており、上位５言語はイタリア語、ギリシャ語、ベトナム語、広東語、アラビア語で

ある。

オーストラリアとビクトリア州の留学生の推移

オーストラリア全体及びビクトリア州だけを見ても留学生の数は増加している。表

１でオーストラリア全体とビクトリア州の留学生総数とそれぞれの日本人留学生総数

（いずれも学生ビザを取得して留学した学生数のみ）を比較してみる。

表１留学生総数（出展AustralianEducationlnternational）

2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008

Austral瞳 273,588 306,661 323,903 344,155 380,012 450,559 543,898

Victoria 73,858 84,196 88,986 93,985 105,938 132,068 161,625

日本人留学生総数

2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008

Australia 17,325 19,383 19,939 18,936 17,650 16,014 13,445

Victona 3,358 3,551 3,740 3,558 3,183 2,794 2,347

（各年12月までの累計{講演時の資料は９月までの累計}）

留学生総数としては､オーストラリア全体でもビクトリア州単体でも増加している。

オーストラリア全体では2002年から２００８年までに270,310人増とほぼ倍増、ビク

トリア州だけで87,767人増、2002年の約220％に増加している。

一方で日本人留学生の総数を見てみると、日本から留学した総数では２００２年から

2004年までに増加したものの、そこをピークに減少し２００８年には２００２年対比で

38,80人減で約22％減､ビクトリア州に限って見ると1,011人減で約30％も減少して

いる。
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日本人留学生減少の原因

文部科学省の調べによると、1992年の205万人をピークに毎年18歳人口が減少し

ている。平均給与所得も減少しており、留学のための資金をサポートする親も、自費

で留学をする社会人も資金を貯めるのに時間がかかるようになった｡一方で2008年９

月のリーマンショックによる世界同時不況が始まるまでの数年間、特に都市圏での就

職率が上がり、若者が就職をしやすくなったため、就職難の時代に就職のために英語

やその他のスキルを身につけるために留学を選んだ層が、その必要‘性の減少により留

学の需要そのものが減ったという側面もある。更に追い討ちをかけるように豪ドルが

高騰した時期があり、授業料を含めた物価上昇とあいまって、日本人にとっては実質

的に二重の値上げ状態であったが、これも世界同時不況の後に円高が進み、一時は同

じ金額でも約40％の事実上の値下げ状態になった。

留学生減少の要因で経済問題による原因が、世界同時不況を境に変化したので、日

本人が再びオーストラリア留学に目を向ける可能性が出てきた。但し、留学は旅行と

違い、短期的な計画で実行に移されるケースよりも、長期的な計画を経て実行される

ケースが多いので、この経済状況が中長期的に継続するというのが条件ではある。し

かし何よりも大きな問題は、この10年間で若者の海外旅行が約35％の激減をしたと

いう「若者の海外離れ」であり、極めて深刻である。いくら良い教育機関があり、素

晴らしい体験ができるとしても、そこに興味がない者を送り出すことは至難の業であ

る。ニーズがあってこそプロモーションの意味があるが、内向き志向になった若者の

目を海外に向かせるだけの冒険心、チャレンジ精神を養うことが先決である。

外国への修学旅行の状況

文部科学省の隔年調査によると､2000年をピークに外国への修学旅行を実施した学

校数も、参加した生徒数も減少したが、2006年には再び増加に転じた｡外国への修学

旅行の行き先は、１９９２年以降オーストラリアだけが増加し続けており、アメリカは

2001年の同時多発テロ以後減少している。中国及び韓国で2002年以降減少している

背景には小泉元総理の靖国参拝問題による反日運動が関係している可能性がある。シ

ンガポール・中国の減少にはSARSの影響も考えられる。オーストラリアに留学する

日本人留学生の多くは、過去にオーストラリアへの渡航経験があり、その際の好印象

から、またオーストラリアに戻って本格的に留学したいという学生である。つまりこ

の海外修学旅行経験者が将来の留学生候補でもある。

教育費負担の実態

国民金融公庫総合研究所の調べによると、国の教育ローン利用者の２００７年の家計

費における教育費の割合の平均は33.6％だった｡2004年から2007年の推移では実際
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に教育のために費やす金額も収入に対する教育費の割合も増加している。これは人々

がこれまで以上に教育への投資が必要だと気づいたことの表れではないかと推察され

る。

結輪と今後への期待

以上これまで見てきたことから、教育は大切であり、教育に費用がかかるのは仕方

がないと感じ始めた人々、そして修学旅行などでのオーストラリアへ行った経験を持

ち、将来留学を希望する可能性がある学生が増えている現状、世界同時不況による日

本国内での派遣切り、内定取り消しなどによる失業率の上昇、特に若者の就職難によ

るスキルを得ようとするニーズ、そして円高が続けば、海外留学へ興味がわくように

なるであろう。若者がオーストラリアへの留学をするための条件は揃いつつある。

前述にもあるが、一定の条件が一定の期間継続しなければ、留学という中長期の計画

は実行され難い。為替変動は予測不可能としても、景気の動向は急激な変化がある可

能性は低く、若者の就職難は今後も続くものと思われる。これをきっかけとして、日

本の若者がどんどん海外へ出て行くようになり、ますます進む国際化に対応できるだ

けの人材になって将来の日本を支えてくれることに期待をしたい。
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【研究推進グループ報告】

教育の日豪比較研究

佐藤博志（岡山大学）

１．研究推進の意義

1990年頃まで,日本の学界ではオセアニア地域の教育は研究対象として殆んど注目

されてこなかった。そのような状況の中，笹森健前会長（現在，青山学院大学名誉教

授）によって，1990年にオーストラリア教育研究会が結成され，1994年から機関誌

が発行されてきた｡1997年に同研究会はオセアニア教育学会になり，現在に至ってい

る。以降，オーストラリア・ニュージーランドを中心に，オセアニア地域の研究が進

められ，研究者の人数も２０年前に比べれば増えてきている。本学会はもとより，他

学会においても，オセアニア地域を対象とした研究発表・論文が見られるようになっ

た。幸い，本学会ではオセアニア地域の教育に関心を持つ者が交流できるため，個々

の研究者が孤立することは回避されている。本学会はオセアニア教育に関する学術的

コミュニティに位置づけられるだろう。

研究成果に着目すると，2000年代以降,本学会の会員によって，①『オーストラリ

ア・ニュージーランドの教育』（石附実･笹森健編,東信堂，2001年)，②『戦後オー

ストラリアの高等教育改革研究』(杉本和弘著,東信堂,2003年)，③『オーストラリ

アの言語教育政策一多文化主義における「多様性」と「統一性」の揺らぎと共存』（青

木麻衣子著，東信堂，2008年)，④『オーストラリア学校経営改革の研究一自律的学

校経営とアカウンタビリテイ』（佐藤博志箸，東信堂，2009年）といった図書が出版

されている。①の図書は共同で書かれた包括的な概説であり，②～④の図書は博士論

文を刊行したものである。さらに，本学会等の機関誌では，オセアニア地域の教育に

関する様々な学術論文が発表されている。

こうした動向は何を意味するのだろうか｡20年前と比べれば飛躍的な進歩であるが，

だからこそ今後の方向性を考えておきたい｡第一に,2000年代の全体的動向を包括す

る研究成果が公表されていない。①の図書は主に１９９０年代のデータに依拠している

ため，最新の状況をふまえて将来を展望することが困難になっている。第二に，その

一方で，主に個人の努力による研究成果の発表が顕著である。今後も，若手研究者が

専門的な研究成果を少しずつ刊行していくことが見込まれるため，専門化・細分化は
一層進んでいくだろう。

仮に，このまま推移すると，１０年後には，オセアニア地域の教育に関する専門的知

見が明らかにされる一方で，同地域の教育の全体像に関する理解は進まない可能性が

ある。前者は歓迎されるべきことであるが，後者は決して望ましいことではない。包
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括的な共通知識基盤なしには，研究者間の知の交流と対話が不十分となり，発想の転

換や新しい思考の創造が推進され難いからである。以上の背景から，本学会では研究

推進を一つの柱に掲げた｡具体的には,2008年12月に私が研究推進担当理事となり，

理事会の同意を得て研究推進グループを発足する運びとなった。研究推進グループの

役割は，オセアニア教育研究の根幹(fbundation)となるような知識基盤・研究成果を

持続的に示すことである。

２．研究テーマの設定

今日，グローバリゼーション，知識基盤社会の進展，少子高齢化，経済的・文化的

格差の拡大が進んでいる。急激に変化する日本社会では，新しいイノベーションが脚

光を浴びているが，過剰な効率化・成果主義への疑問も出されている。その結果，多

様な文化の理解と尊重，豊かな人間関係と自己肯定感の醸成，ワークライフバランス

の実現等が切に求められるようになった。新しい社会を実現するために，諸制度の改

革が課題となり，その一環として教育改革も期待されている◎だが，家庭，学校，地

域，職場では，人々は現実の制約の中で将来展望が中々見通せない。そのことが世の

中の閉塞感を生み，「日本は変わってしまった」という思いを醸成している。このよう

な人々と現場の実感も汲み取った上で，どのように教育改革の在り方を解明すればよ

いのであろうか。

教育改革の在り方を考えるために，外国教育の調査研究，比較研究は一つの有効な

方法である。だが，『諸外国の教育動向２００８年度版』（文部科学省生涯学習政策局調

査企画課，２００９年）では，アメリカ，イギリス，フランス，ドイツ，中国，韓国，

ＥＵを対象とするのみであって，オセアニア地域は対象としていない。また，最新の

学力問題に関して考究した『揺れる世界の学力マツ剣(佐藤学･津野由紀子・北村友

人編著，明石書店，2009年）は，ヨーロッパ，南北アメリカ，アジアを対象としてい

るが，オセアニア地域は対象としていない。オセアニア地域の教育は他地域とは異な

る特長と課題を持っており，看過できない。特に，オーストラリアとニュージーラン

ドの教育は，ヨーロッパと似ている面もあるが実体は異なっており，かつ個人を尊重

している点で日本と異なる。両国は,近年,ＯＥＣＤの教育関連報告書等から国際的に

注目されており，日本での関心も高まっている。

今回の研究推進(2年間を予定)では,「教育の日豪比較研究｣とテーマを設定した。

前述の問題意識から，教育改革の在り方を論じるために，日本との比較を行うことが

望ましいと考えた。比較研究を行う場合，オセアニア地域全体では対象として広すぎ

るため，研究の蓄積が多いオーストラリアを対象とすることにした。日本，オースト

ラリア，ニュージーランドの比較の可能'性も考えたが，最初の研究推進を無理なく進

めるために，今回はニュージーランドを対象としなかった。ただし，ニュージーラン
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ドや他の諸国の研究も今後は積極的に推進されるべきものと考えている。

３．研究の計画

2009年度は,オーストラリアの教育の最新動向について報告する｡オーストラリア

の最近の教育は変化が激しく，現状を説明するだけでも容易ではない。とはいえ，こ

れまでの歴史的推移の要点もふまえて,研究を進めていきたい｡2010年度は，日豪比

較研究を行う。日豪ともに教育改革が進展しているが，両国の政策はニューパブリッ

クマネジメントの発想に立っており，マクロ的には共通点が指摘できる。だが，両国

間で文化と制度が異なるため，個別の教育課題への対応は差異点が多い。本研究推進

では，日豪の共通点と差異点を明らかにした上で，教育改革の在り方を考究したい。

教育は研究領域としてきわめて広いので，「社会･教育･子ども」（青木麻衣子)，「教

育行政」（伊井義人)，「学校経営」（佐藤博志)，「カリキュラム」（木村裕)，「大学教育」

（竹腰千絵）という分野と役割分担を設定した。これらの分野は教育学の基幹的分野

であり，比較研究の分野として効果的であると思われる。具体的な研究のアプローチ

は次の通りである。

第一に「社会・教育・子ども」について論じる。社会と文化が教育と子どもに影響

を与えているため,教育観と子ども観が国によって異なることを示したい｡第二に｢教

育行政」を検討する。国・自治体（オーストラリアでは連邦・州）の主に学校教育を

めぐる政策・制度・法規を明らかにする。その上で，日豪比較を通して教育行政の在

り方を考察する。第三に「学校経営」について論じる。今日，学校経営の効率化が求

められ，校長の職務と行動をめぐる困難な状況が生じている。日豪比較を通して学校

経営の展望を明らかにする。第四に「カリキュラム」について考察する。学校の中心

は子どもの学びであり，それはカリキュラムにもとづいて生成する。カリキュラムの

政策と実践について日豪比較を行う。第五に「大学教育」について考察する。大学教

育とその指導体制が日豪間でどのように違うのかを明らかにする。特にチュートリア

ルに着目して，大学教育の在り方を明らかにする。

最後に，日豪比較の観点から全体をまとめる。新自由主義教育改革の問題点が問わ

れている今日だからこそ，ポスト・ネオリベラルの立場からの議論が必要になると思

われる。2009年度から2010年度は，日豪ともに教育政策が変化する時期になる。こ

のような時期に，教育改革の在り方について包括的に検討することは，オセアニア教

育研究の知識基盤と本学会の学術研究の根幹を構築するために重要であろう。
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【動向紹介】

日本におけるオーストラリアの開発教育研究の動向と今後の課題

木村裕（滋賀県立大学）

はじめに－本稿の目的と方法

開発教育（developmenteducation）は、貧困や環境破壊、平和構築など、国を

越えた取り組みが求められる地球的諸問題の解決をめざして、イギリスやアメリ

カ合衆国､カナダ､オーストラリアなどにおいて実践されてきた教育活動である。

日本には1980年前後に紹介され､主にイギリスの研究成果に学ぶというかたちで

研究が進められてきた。その主な理由として、イギリスを中心としたヨーロッパ

諸国において開発教育が実践され始めたことや、英語圏の国ということで資料の

入手および活用が比較的容易であったことなどが挙げられる｡そして２０００年代に

入ると、ヨーロッパとの研究交流に加えて、タイをはじめとするアジア諸国との

経験交流も活発になってきた。また、日本で独自に開発された教材や地域に根差

した実践例も増えてきた'。このように日本における開発教育は、特に実践面で豊

かな広がりを見せてきた。

オーストラリアにおいて開発教育は、１９６０年代以降、NGOのスタッフや学校

の教師らによって実践されてきた2．当初は主に、開発途上国に見られる貧困や格

差の現状をオーストラリア国内に住む人々に知ってもらい、援助のための募金活

動を推進することが目的とされていた。その後、国際的な開発論の進展や社会状

況の変化に伴って、開発教育の目的や内容が充実していく。そして1980年代後半

になると、開発教育を学校教育の場へ導入する動きが加速していく。この動きは、

開発教育がグローバル教育（globaleducation）と呼ばれるようになる1990年代

以降、ますます強まっている3。特に、１９９４年以降、グローバル教育プロジェク

ト（GlObalEducationPrOject：以下、GEP）を推進するというかたちで、オース

トラリア連邦政府（以下、連邦政府）がその発展と普及に力を入れてきた。その

結果、理論的にも実践的にも研究成果が蓄積されてきている。

このように研究蓄積が豊富であるにも関わらず、日本ではこれまで、オースト

ラリアの開発教育に関する研究はあまりなされてこなかった。日本の開発教育研

究を進めていくためにも、オーストラリアに関する研究蓄積を整理するとともに、

今後の研究課題を明らかにしておく必要がある。そこで本稿ではまず、先行研究

を概観し、現在までの研究成果を整理する。次に、現在のオーストラリアにおけ

る開発教育・グローバル教育をめぐる現状を紹介する。以上をふまえて最後に、

今後取り組んでいくべき研究課題について考えてみたい。
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１．日本における先行研究の成果

日本においてオーストラリアの開発教育を紹介したものとして、まず、太田弘

の研究が挙げられる4。そこでは、オーストラリアにおいて開催されたワークシヨ

ップの様子が紹介されている。これは踏み込んだ研究であるとは言えないものの、

それまで日本では注目されていなかったオーストラリアの開発教育に目を向ける

契機となったものとして評価できる。その後に日本で行われてきた研究は、「歴史

的展開の解明」「理論的到達点の検討」「教材分析」「実践分析」の４つに分類する

ことができる。以下、それぞれの内容について見ていこう。

（１）歴史的展開の解明

オーストラリアにおける開発教育およびグローバル教育の歴史的展開について

は、筆者が明らかにしてきた。まず、オーストラリアにおいて開発教育が実践さ

れ始めた1960年代から、ハワード政権が発足する直前の1995年までの展開を追

った。その結果、オーストラリアでは歴史的に開発教育が連邦政府との深い関わ

りを持って進められてきたことと、1990年代に入り、実践の場が学校外教育の場

から学校教育の場へと広がってきたことを、その特徴として指摘した5．

その後､1996年以降の展開を追い､GEPの全体像とその特質を明らかにした6．

GEPは連邦政府の海外援助活動を担当しているオーストラリア国際開発機構

（AustralianAgencyfbrlnternationalDevelopment：以下、AusAID）によって

進められている国家プロジェクトである。これは､AusAIDが主導しつつも、開発

教育の推進に貢献してきたNGOのスタッフや教師､研究者など多様な立場にある

人々の協力のもとに進められている。オーストラリアにおいては現在、このＧＥＰ

を中心として教材開発や教師教育などが進められており、主に学校教育の場での

実践の普及と発展がめざされている。研究の結果、①連邦政府が関わることによ

って安定した取り組みを行うための基盤が確立されていること、②国家プロジェ

クトとして一定の立場に立つグローバル教育を構想しているものの、それを絶対

視したり強要したりしないことによって多様な実践を行う余地が保障され、実施

されていること、③開発教育に関する研究蓄積が、実践の多様'性を保障するうえ

で重要な役割を果たしていること、の３点をGEPの特質として指摘した。

以上の研究により、オーストラリアにおける開発教育・グローバル教育の歴史

的展開が明らかとなってきた。

（２）理論的到達点の検討

歴史的展開を明らかにする過程で、ＧＥＰをはじめ、オーストラリアの開発教

育・グローバル教育に理論的基盤を与えているのが、コルダー（Calder;Ｍ､）と
スミス（Smith,Ｒ､)、およびフィエン（Fien,Ｊ､）の所論であることが明らかとな

った。そこで筆者は、彼女らの開発教育論の意義と課題について検討した。
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コルダーとスミスは1991年に､オーストラリアにおける開発教育の代表的著作

と言える『万人にとってよりよい世界を（Ａ睦ｔ”Wbzﾉb肋rAZﾉﾘ』７を著した。

GEPの１つの到達点と言える教師用の単元事例集『グローバル・パースペクティ

ブ・シリーズ（〔Wb6aﾉPｾz周pec"v色ssbzjBs)』（以下、『シリーズ』）におけるグロ

ーバル教育の目標が、この著書における開発教育の目標をそのまま踏襲している

ことからも、その影響の大きさを見て取ることができる。

コルダーとスミスは、イギリスのパイク（Pike,Ｇ､）とセルビー（Selby；，.）の

グローバル教育論からの影響を強く受けた開発教育論を展開している。筆者はコ

ルダーらの開発教育論を、「パイクらのグローバル教育論からの影響」「教育目的・

教育目標」「学習へのアプローチ方法」「単元設計の特徴」という視点から分析し、

その意義と課題について検討した8．

フイエンの所論についても筆者が検討を行った。フイエンは、コルダーらに比

べると表立った影響を与えているようには見えない。その一因として、彼が主に

環境教育の分野で活動を行ってきたことが挙げられる９．しかしながら、オースト

ラリアにおいて開発教育の理論研究が積極的に行われていた1980年代より、ジル

ー（Giroux,ＨＡ.）らの提唱する批判的教育学の知見に基づく理論構築に力を注

ぎ、開発教育に関しても積極的な発言を行ってきたことから、コルダーらとは異

なる強調点を持つ所論を展開している研究者として、その成果は注目に値する。

フイエンの開発教育論の特徴は、開発教育を「本質的に政治的活動」であり、

その根底には明確なイデオロギーが存在していると捉えたうえで、開発教育の志

向性を明示しながら実践を行うことを強調している点にある。こうした前提に基

づいて論じられているフイエンの開発教育論について、「教育目的･教育目標」「イ

デオロギー」「教授／学習アプローチ」「批判的教育学からの影響」という視点か

ら分析し、その意義と課題について考察した'０．

以上の研究により、オーストラリアにおける開発教育・グローバル教育の理論

的な系譜および到達点と課題が明らかとなってきた。

（３）教材分析

教材分析に先鞭をつけたのが、地理教科書における難民問題の取り上げられ方

を分析した本間和美の研究''と、歴史教育における先住民族の扱い方を分析した

木下雅仁の研究'2である。その後、筆者が、先述の『シリーズ』の単元分析を行

った｡『シリーズ』は､初等学校低学年用の『グローバルに考える（ｚｈｉｎｋＧﾉb6a"』

'3,初等学校高学年用の『グローバルに見る（LookαﾉbbaD』'４，中等学校用の『グ

ローバルに振舞う（ＧｏＧﾉb6a川'5の３冊から成る単元事例集である。「シリーズ』

ではグローバル教育を、「万人にとって平和で、公正で、持続可能な世界に向けて

活動することのできるような、物事をよく知り、エンパワーされた未来の地球市
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民となるための価値観やスキル、態度、知識を学習者に教える教育活動」’6と定

義し、コルダーとスミスおよびフイエンの開発教育論に基づいて作成された単元

例を紹介している。

そうした単元例のうち、筆者は、『グローバルに振舞う』に収められている「よ

いビジネス（1t'sgoodbusiness)」という単元を取り上げて検討を行った'7。そし

て、理論がどのようなかたちで単元例に具体化されているのかを明らかにした。

この作業では理論と実践の関連に着目することによって、単元分析を単なる事例

紹介にとどめず､一般化しうる特徴を抽出することを試みた｡以上の研究により、

GEPにおいて作成された教材の特質の一端が明らかとなっている。

（４）実践分析

開発教育の実践分析を行った研究としては、管見の限り、筆者のものしか見ら

れない。筆者は、『シリーズ』が現場でどのように受け止められ、実践に生かされ

ているのかを明らかにするために、南オーストラリア州のアデレードにあるグッ

ドウッド小学校（GoodwoodPrimarySchool）において授業研究を行った。そこ

で研究対象としたのは､『シリーズ』のうち､初等学校高学年向けに作成された『グ

ローバルに見る』に含まれる単元例「金よりも大切なもの（MorePreciousthan

Gold)」をもとに実践された単元「水は金よりも大切？（IsWaterMorePrecious

thanGold？)」である18．

検討を通じて、まず、『シリーズ』は実践に生かしやすいものとして教師に捉え

られ、使用されていることが明らかとなった。一方で『シリーズ』には、「問題の

原因や現状の批判的な検討」「自身のものの見方や価値観の問い直し」「問題解決

に向けた行動」「アボリジニの人々の取り上げ方」に関してコルダーらの所論に基

づく開発教育の学習上の強調点が十分には反映されていないという制約があるこ

とと、これらの制約を認識した教師がその制約を乗り越えるための変更を単元例

に加えて『シリーズ』を使用している例が存在していることも明らかとなった。

ここまで、日本で行われてきた先行研究の成果を概観してきた。そこからは、

これまでは主に、理論と実践の両面から教育内容および教育方法に関する研究が

行われてきたことが分かる。学校教育の場における実践が進められてきている日

本の現状に鑑みれば、カリキュラム編成や授業実践に関する理論的・実践的な研

究の蓄積は不可欠であるため、先行研究の成果は日本の開発教育研究にとっても

重要な示唆を与えうるものであると言えよう。その一方で、行政面や制度面から

のアプローチはほとんど行われていないことも、日本における先行研究の動向と

して指摘することができる。
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(表は、httpWwwwglobaleducation.edna､edu､au/glObaled/goんache/Offbnce/pidﾉ156;jsessionid=0312F61
B65F9AEC8BC7EO16BA578663B（2009年９月１０日確認）をもとに筆者が作成）

（２）教材の開発と出版

GEPにおける教材の開発と出版に関して一般的に行われているのが、GEP担当

者とカリキュラム．コーポレーション（CurriculumCorporation）との連携であ

る21．この場合、AusAIDが教材などの作成をカリキュラム・コーポレーションに

委託し、カリキュラム・コーポレーションが作成委員会を結成して作成するとい

う流れで進められることが多い22．作成委員会は通常、１０名から２０名程度の教

２．オーストラリアにおけるＧＥＰの現状

先述のようにオーストラリアにおける開発教育・グローバル教育は現在、ＧＥＰ

を中心に展開されている。GEPの活動の柱は、「各州・直轄区でのGEPの実施」「教

材の開発と出版」「ウェブサイトの運営」の３つである。以下、それぞれの活動内

容とGEPの全体像を確認するとともに19、現在の取り組みの動向を概観する。

（１）各州・直轄区でのＧＥＰの実施

各州・直轄区でのGEPは、AusAIDが州・直轄区ごとにGEP担当者・担当機関

（以下、担当者）を募集、採用し、採用された担当者が活動を行う、というかた

ちで実施されている｡AusAIDは充実した実践を行うことのできる教師の育成が重

要な課題であるとしており、教師教育プログラムを効果的に行うことのできる応

募者を採用する傾向が強まっている。そのためもあって、各州・直轄区の担当者

の具体的な取り組みとしては、教師をめざす学生や現職教員を対象としたワーク

ショップや大学での講義、開発教育に関する理論書や実践事例集、写真やポスタ

ーなどの資料の作成や収集、資料室の開放および資料の貸し出し、教師を対象と

した授業づくりのコンサルテイングなどが主流である。2009年９月時点における

各州．直轄区の担当者は表に示したとおりである20。

【表：各州・直轄区のＧＥＰ担当者・担当機関の一覧（2009年９月現在)】

州・直轄区 担当者・担当機関 備考

QLD GlobalLearningCentre
Ｌ
巳
、
、
■ Ｐ Ｏの１つ

ＮＳＷ

ＡＣＴ
GlobalEducationPrQject 主に、SusanBliss（シドニー大学教授）が担当

VIC GlobalEducationPrOject

主に、DianeBoase、MeganBourke、Natasha
Zieben（GeographyTbachers'Associationｏｆ
Victoria）が担当

SＡ GlObalEducationCentre ＮＧＯかつＮＰＯ

ＮＴ 現在、担当者なし

ＷＡ
OneWbrldEducationand

ResourceCentre
ＮＧＯの１つ

T２４Ｓ
●

Universityｏｆ⑫sｍａｍａ
主に、JulieBrowett（タスマニア大学講師）が
担当



●
●
●
●
●

教材開発

．iM版

オーストラリア連邦政府

竿L雪雲雲竿雲謹

オーストラリア国際開発機榊（AugAID）

(GEPの実質的な統括－－段高貴任者：ＭＲ・ArthurBurch）

白
●
■
■
●
●
●
●
●
●
■
●
●
■
■
■
●
●
①

ＧＥＰ担当者・担当機

関以外のＮＧＯなど

当者・担当機

のＮＧＯなど

各州｡直轄区のＧＥＰ担当者・担当機関

（ＮＧＯ、大学の研究肴など）

各州｡直轄区のＧＥ

（ＮＧＯ、大学（

担当者・担当機関

研究肴など）

カリキ

コーポ１

カリキュラム・

コーポレーション翼.ﾝ|堅
educationau

師や連邦および州政府の教育関連職員、専門家から構成される。ただし、作成に

あたっては完全に作成委員会に任されるのではなく、ガイドラインを示すかたち

で教材の内容に関してAusAIDから要望が出される23。

このようにカリキュラム・コーポレーションが中心となる場合に加えて、

AusAIDが各州・直轄区のＧＥＰ担当者やＮＧＯに直接委託する場合もある。特

に､南オーストラリア州でＧＥＰを担当しているグローバル教育センター(GlObal

EducationCentre）や、ＧＥＰ担当者ではないがＧＥＰと密接な関係を持って開発

教育を推進しているＮＧＯであるワールド・ビジョン・オーストラリア（Wbrld

VisionAustralia）は、精力的に教材開発を行っている。

（３）ウェブサイトの運営

ウェブサイトの運営は、カリキュラム・コーポレーションとエデュケーション・

ドット・エイユー（education.au）２４と呼ばれる企業との連携のもとに行われてい

る。具体的には、AusAIDの意向をもとにしてカリキュラム・コーポレーションが

ウェブサイトに掲載すべき情報をまとめてエデュケーション・ドット・エイユー

に伝達し、エデュケーション・ドット・エイユーがその情報をもとにウェブサイ

トを作成するという流れで運営されている。このウェブサイトは「グローバル教

育ウエブサイト（GlobalEducationWebsite)」２５と呼ばれるものであり、オース

トラリアの初等・中等学校におけるグローバル教育の量と質を向上させることを

目標としている。これは1997年に開設されて以来､主にグローバル教育を実践す

る教師たちによって利用されている。

●
●
■
●
■
●
●
●
●
。

●
●

●
ｐ

教師教育プログラムの実施

（教員養成／現職教青）

鶏淵崇
教材開発

１

・出版

GIobalEdUcationWebsite

の作成・運営

教材開発

・出版

【図：グローバル教育プロジェクトの全体像】（図は､筆者が作成）
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学校教育の場において教師が行うグローバル教育の実践

ＧＥｐとは無関係の資料やウェプサイトなど
（ＮＧＯ、国連、外国の文献など）

ＧＥＰとは無関係のＮＧＯなどによる

コンサルティングやワークショッブなど



以上の状況をふまえてGEPの全体像を表したものが前頁の図である。オースト

ラリア全土に渡るグローバル教育の推進をめざすGEPでは、各州・直轄区の担当

者の選定や、出版される教材やウェブサイトの内容への要求を通して、AusAID

の、ひいては連邦政府の意向を反映した実践を全国に広めることを可能にするシ

ステムが確立されていると言える26。

（４）ＧＥＰの取り組みの動向

GEPでは2008年に、『グローバル・パースペクテイブーオーストラリアの学

校におけるグローバル教育のための枠組み（ＧﾉbbaﾉＰｾz胃pec"U月es:Ａｊ９１没mew月Q22k

f2rGﾉb6a/肌ね“t伽、血s”肋nSbhoQjsｳ』2７（以下、『枠組み』）を出版した。

これは、2002年に出版された『グローバル・パースペクテイブーオーストラリ

アの学校のためのグローバル教育に関するステイトメント（Ｇﾉb6a/P色I1spec"w′ａｓｆ

ＡＳ&ａｔＥｍｅｚｚｍｎｅﾉb6aﾉＥﾋﾒuαﾖtわI]んＩ.Ａus“必mSbhooZs）』２８の改訂版であり、

教師やカリキュラム立案者にとってグローバル教育をより一層身近で実践しやす

いものとなるようにすることを目的としている29。

『枠組み』においてグローバル教育の中核にあるとされているのは、若者が世

界のよりよい共通の未来（abettersharedfUturefbrtheworld）の形成に参加で

きるようになることであり、その強調点は、人間社会の一体性と相互依存、自己

意識および文化的多様‘性への理解の促進、社会的正義（socialjustice）と人権の

承認、平和構築、そしてさまざまな時と場所における持続可能な未来のための行

動にあるとされる。また、グローバル教育を通して促進されるのは、世界に関す

る新たな考えを生み出すような柔軟性と変化のために行動しようとする傾向性

（predisposition）であり、子どもたちは、自分の行動に責任を持つこと、多様性
を尊重し大切にすること、そして自身を、より平和で公正（just）で持続可能な

世界に寄与することのできる地球市民（globalcitizen）と考えることを学習する

とされる30。

『枠組み』においてグローバル教育は、「学校教育のあらゆる段階、そしてあら

ゆる学習領域に取り込まれうる」３１ものとされている。そして、具体的な取り入

れ方として、ナショナル・カリキュラムで定められている８つの学習領域それぞ

れに組み込む方法と、学習領域横断的に組み込む方法の２種類が提案されている。

それぞれの学習領域に組み込む方法として、『枠組み』では、グローバル教育に

おいて何度も扱うべき学習上の強調点を学習領域に取り入れることを提案してい

る。その５つの強調点とは、「相互依存とグローバリゼーシヨン」「アイデンティ

ティと文化的多様,性」「社会的正義と人権」「平和構築と紛争解決」「持続可能な未

来」である32。それぞれの学習領域においてこれらの強調点に繰り返し触れさせ

ることによって、グローバル教育の目的の達成がめざされているのである。
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一方、学習領域横断的に組み込む方法としては、学問横断的な能力を子どもに

身につけさせるためのエッセンシヤル・ラーニングの利用、クロス・カリキュラ

ム的な活動単元の設定、そして特別なイベントやプロジェクトの活用が提案され

ている33°これらの方法を採ることによって、多面的かつ効果的にグローバル教

育を実践することがめざされていると言える。

『枠組み』ではこのように、グローバル教育を学校教育の場において進めてい

くための鍵となる取り組み方が示されている。ただし、具体的な実践はあくまで

実践者である教師の専門性にゆだねられている。これは、教育に対する教師の信

念、子どもの実情、地域の特性などをふまえた多様な実践の機会を保障するもの

であると言える。

このように実践に向けた提案がなされているのに比べて、『枠組み』では理論面

に関する言及はほとんどなされていない。これは、教師やカリキュラム立案者に

とってグローバル教育をより一層身近で実践しやすいものとなるようにするとい

う『枠組み』の目的に起因すると考えられるが、それに加えて、コルダーらの研

究以降、オーストラリア国内での研究が実践の普及に重点を置いてきたという状

況も主な要因であると考えられる。こうした傾向は今後も強まっていくであろう。

おわりに－今後の研究課題

ここまで、日本におけるオーストラリアの開発教育・グローバル教育研究の成

果を整理するとともに、オーストラリアにおけるＧＥＰの現状を概観してきた。以

上をふまえて最後に、今後取り組んでいくべき研究課題として、以下の５点に関

して若干の考察を加えたい。

１つ目は、各州・直轄区における具体的な取り組みの把握である。本稿の第２

節で見てきたように、オーストラリアでは現在、ＧＥＰによって全国的なシステム

が構築されているが、実践のレベルにおいては各州・直轄区のＧＥＰ担当者や個々

の教師の専門性が発揮され、多様な実践が行われる。歴史的に各州・直轄区の独

立性および学校や教師の裁量の幅が大きいオーストラリアにおいて、国家プロジ

ェクトとして進められている開発教育・グローバル教育がどのように展開されて

いるのかを見極めるためには、特定の州あるいは直轄区に焦点をあてて、そこで

の取り組みを詳細に検討することが必要となる。これにより、州・直轄区ごとの

取り組みの傾向や特徴、さらにはそうした取り組みを生み出す社会的・文化的背

景や教育行政のあり方などについての検討が可能になるだろう。

２つ目は、具体的な実践分析を通したさらなる実態把握と、実践をふまえた理

論の再構築である。先述のように、オーストラリアにおける開発教育・グローバ

ル教育の理論的基盤はコルダーらの所論にある。ただし、彼女らの論が現在まで

－８０‐



実践に大きな影響を与えているとは言え、実践の段階においては、実践者が学習

者の状況などを勘案しながら必要に応じて変更を加えているはずである。また、

評価方法や子どもの発達段階に合わせた学習の深化をどのように理論化していく

のかという点については、コルダーやフィエンの所論では十分に検討されていな

い。したがって、具体的な実践をふまえて理論に検討を加え、再構築していくこ

とが、理論研究における今後の重要な課題となるだろう。

３つ目は、ＧＥＰで構想されているグローバル教育の特徴およびその意義と課題

のより詳細な把握である。筆者はこれまでに『シリーズ』の単元分析を行ってき

たが、『シリーズ』はあくまでも１つの事例集であって、オーストラリアにはそれ

以外にも多様な事例集や教材が存在している｡また､『シリーズ』の抱える制約や、

教師の専門性によってその制約が乗り越えられた実践例が示されていたが、これ

はあくまで１つの事例であり、その特徴をどの程度一般化することができるのか

についてはさらなる吟味が必要である。今後、さらなる教材分析や実践分析を通

して「シリーズ』に対する実践者からの評価をより幅広く捉えていくことによっ

て、『シリーズ』の特徴をより明確にし、より豊かな実践の可能性を検討すること

が必要となるだろう。

４つ目は､行政面や制度面に関する研究の進展である。第２節で示したように、

オーストラリアにおけるグローバル教育は現在、国家プロジェクトとしてのＧＥＰ

を中心に実践されているため、その特質を連邦政府や州政府による教育行政や教

育制度に関する取り組みと切り離して考えることはできない。また、学校教育の

場における実践に焦点をあてるならば、ナショナル・カリキュラムをめぐる動向

や公的資金の増減も実践に大きな影響を与えることは想像に難くない。第１節に

おいて、日本における先行研究では行政面や制度面からのアプローチはほとんど

行われていないことを指摘したが、開発教育・グローバル教育をより包括的に捉

えるためにも、今後はこの点についての研究が進められる必要があるだろう。

そして５つ目は、近接の教育分野の研究蓄積との知見の交流である。これまで

に行われてきた先行研究は主に、開発教育およびグローバル教育そのものを対象

としてきた。しかしながら開発教育やグローバル教育は、現実には、市民性教育

やアボリジナル・スタデイーズ、環境教育、人権教育などとの深い関連のもとに

実践されてきている。これらの分野については、日本においても示唆に富む先行

研究が数多く存在している。今後、国内外での関連諸分野の研究蓄積との学び合

いを進めることによって、開発教育の独自性や共通性がより一層明らかになると

ともに、互いの研究の進展に寄与することができるだろう。

日本におけるオーストラリアの開発教育・グローバル教育に関する研究はまだ

端緒についたばかりである。しかしながらオーストラリアには、日本の、そして
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世界の開発教育・グローバル教育研究の進展に寄与する重要な研究蓄積が多く存

在する。本稿で明らかにしたこれまでの成果と取り組むべき研究課題をふまえて

研究を進めていくことが、今後の課題である。
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2008年度オセアニア教育学会活動報告

1．理事会

①2008年12月１３日（大会時）

：今後の運営体制についての確認、次回理事会開催についての打ち合わせ

②2009年６月２６日

：以下の点について検討

・研究推進グループについて

・第１３回大会について

・紀要編集について

・メルボルンの集いについて

・事務局移転について

・その他

2.学会運営体制の変更および事務局移転について

一昨年より理事会にて、学会運営の効率化を図るべく、運営体制の変更について話

し合いが行われてきましたが、今年度（2007年12月以降）より、本格的に実施に移

されることになりました。今後は、学会の各業務を担当理事が分担していくことにな

ります。2008年度の各担当理事は、以下の通りです。

紀要編集担当理事－福本みちよ（玉川大学）

研究推進担当理事－佐藤博志（岡山大学）

Ｗｅｂ・ＭＬ担当理事一出光直樹（横浜市立大学）

渉外担当理事，海外担当理事一坂詰貴司（芝中学校・高等学校）

第１３回大会実行委員長－竹内明弘（国際大学）

事務局－青木麻衣子（北海道大学）

なお、これに伴い、事務局の所在地も変更になりました。

〒060-0808北海道札幌市北区北８条西８丁目

北海道大学留学生センター青木研究室

電話＆ファックス011-706-2650(直通）

e-majl：mai]@soes･Sakura・nejp
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3.メールを通したニュースﾚﾀｰなど､情報提供について

４月より、学会会員のメーリングリスト（ＭＬ）を開設・運営していますｂ学会に

電子メールアドレスをお知らせいただいている会員のみなさまは既に登録済みですが、

メーリングリストのアドレスに電子メールを送信すると、現時点で登録済みの６２名

の方に一斉に配信されます６今年度のニュースレター（2009年２月号，９月号)、大

会開催案内も、郵送とともに、ＭＬを通して配信しました。

4.オーストラリア･メルボルンでの集い

今回が三度目となる「メルボルンの集い」が、８月１日、坂詰海外担当理事の呼び

かけにより、メルボルンで開催されました。今年は、参加者が９名で過去最高となり

ました｡話題提供として､宮城会員からオーストラリアからの交換留学制度について、

ゲストの坂本啓代さんから現地の中等学校の現状をお話していただきました｡そして、

活発な情報交換がなされました。なお、「メルボルン」の集いは､来年度以降も開催さ

れる予定ですも
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オセアニア教育学会第１２回大会報告

2008年１２月１３日（士)、１４日（日）に、東京外国語大学にてオセアニア教育学

会第１２回大会が開催されました。宮城徹大会実行委員長の下、全日程で40名ほどの

方々にご参加いただき、盛況のなか、大会を終了することができました。

第一日目には研究発表（２件)、講演会（２件)、総会、懇親会が行われました。講

演会では、AndrewBarke博士（ニュージーランド・ウェリントン・ヴィクトリア大

学）により「ニュージーランドの大学における教員評価について｣、また、填田まこと

氏（オーストラリア・ビクトリア州政府教育企画推進官）により「オーストラリア・

ビクトリア州への留学：最近の動向」をお話いただきました。双方とも実践に基づい

たご発表で、大変興味深いものでした。

総会では、今年度以降の新たな学会運営体制について、これまでの理事会での決定

が報告・承認されるとともに、第１３回大会の開催校が「国際大学」に決定いたしま

した。また、懇親会には会員20名が出席し、情報交換が活発に行われました。

第二日目には、研究発表（5件）が行われました。一日目とあわせ研究発表は７件

あり、内容は「留学」「教員研修」「学力調査」など幅広いものでした。

日程・プログラムの詳細は、以下のとおりです。

１２月１３日(士）

１２：３０～受付

１３：００～１４：００研究発表

１４：００～１４：４０理事会

１４：４０～１７：１０講演会

①ニュージーランド・ウェリントン・ヴィクトリア大学Andk､ewBarke博士

「ニュージーランドの大学における教員評価について」

②オーストラリア・ビクトリア州政府教育企画推進官填田まこと氏

「オーストラリア・ビクトリア州への留学：最近の動向」

１７：１０～１８：００総会

１８：１５～２０：１５懇親会大学会館２階特別食堂
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血月単貝(日）
８：３０～

９：００～１２：００

研究発表

受付開始

研究発表

司会：福本みちよ（玉川大学

１．１３:00～13:２５高橋望(東北大学大学院／日本学術振興会特別研究員）

ニュージーランドにおける教員の業績管理システム導入過程

２．１３:30～14:0O中村浩子(大阪国際大学）

ニュージーランドにおけるＮＰＭ改革後の現状に対する学校長の認識

---△、．｡や＝堅固E尼

３．９:00～9:２５竹腰千絵(京都大学大学院）

高等教育におけるチュートリアルの伝播と変容

一イギリスからオーストラリアへ－

４．９:30～9:５５橋本博子(モナシユ大学)・佐藤由利子（東京工業大学）

南アジアからオーストラリアへの留学生－その動向と課題

５．１０:00～10:2５伊井義人(藤女子大学)・青木麻衣子(日本学術振興会特別研究員）

全国学力調査に関する公表データから見る日豪「学力観」の相違

６．１０:45～１１:１０見世千賀子(東京学芸大学）

オーストラリアにおけるシテイズンシップ教育の新展開

７．１１:１５～11:4O佐藤博志(岡山大学）

オーストラリア学校経営改革の研究一自律的学校経営とアカウンタビリティ

‐８８‐



オセアニア教育学会会則

第１章総則

第1条本会はオセアニア教育学会(SocietyfbrOceanianEducationStudies)と称す

る。

第2条本会はオセアニアの教育に関し､学術的に研究し､かつ教育現場の理解に努め、

もって日本とオセアニア諸国の相互理解及び交流を深めることを目的とする。

第3条本会は前条の目的を達成するために以下の事業を行う。

１.総会及び研究会の開催

２.研究年報または会報の発行

３.その他本会の目的達成に必要な事業

第２章会員

第4条本会の目的に賛同し､オセアニアの教育に関心を持つ者をもって会員とする。

第5条本会の会員になるためには入会申込書を提出しなければならない。

第6条会員は会費を負担するものとし､会費は年額5,000円(学生3,000円､団体8,000

円)とする。

第7条会員のうち三年間にわたって会費納入を怠ったものは､本会から除籍される。

第３章役員

第8条本会の事業を運営するために次の役員をおく｡役員は総会において会員の中から

選出し､任期は次の総会までとする｡但し､重任を妨げない。

理事５名以上(会長１名を含む）

監査２名

第9条１)会長は理事の互選により選出し､本会を代表し会務を統括する。

２)理事は会長を補佐し担当する会務を執行する。

３)監査は本会の会計を監査し総会に報告する。

第４章総会､理事会及び委員会

第10条総会は本会最高議決機関であって年一回これを開催し､重要事項を決定する。

第11条理事会は会長及び理事によって構成し､本会の重要事項を審議する。

第12条理事会は､会務の執行を補佐するため､各種委員会を設置する事が出来る｡委

員は会員の中から理事会が委嘱し､委員会の委員長は理事に加える。
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第５章会計

第13条本会の経費は会員の会費､その他の収入をもってこれにあてる。

第１４条本会の会計年度は毎年10月１日にはじまり､翌年９月３０日に終わる。

第６章雑則

第15条本会の事務局は､理事会において定める。

第１６条本会則の改正は総会の決議による。

第１７条本会を運営するのに必要な細則は理事会が定め､総会に報告する。

附則

本会の会則は､平成５年１２月４日より施行する。

附則

本会の会則は､平成６年１２月３日より施行する。

附則

本会の会則は､平成７年１２月９日より施行する。

附則

本会の会則は､平成９年１２月６日より施行する。

附則

本会の会則は､平成10年１２月１２日より施行する。

附則

本会の会則は､平成12年12月７日より施行する。

附則

本会の会則は､平成18年１２月９日より施行する。

附則

本会の会則は､平成20年12月１日より施行する｡従前の会則による役員は､新会則施行

後の総会において新たな役員が選出されるまで､その任にあたる。
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『オセアニア教育研究』編集委員会規程

1．編集委員会は､若干名の編集委員会をもって構成し､紀要(『オセアニア教育研究』）

の編集･発行に当たる。

２．編集委員長(以下､委員長)は編集担当理事とする｡編集委員長は編集委員会を招集

し､論文審査その他紀要発行に必要な事務を行う。

３．編集委員の選出は理事会が行う。

４．編集委員の任期は１期２年とする｡ただし､重任を妨げない｡また､１期ごとに若干名

を交代する。

５．論文の審査･執筆については別に定める。

６．本規程の改正は編集委員会の出席者の２分の１以上の同意により提案され､理事会

の承認を得るものとする。

附則本規程は､1997年１２月６日から施行する。

-９１．



名称：『オセアニア教育研究』UournalofOceanianEducationStudies)とする。

発行：原則として、年１回、毎年９月３０日をもって発行する。

編集内容：オセアニアの教育に関する研究論文、現場報告、書評等を掲載する。

執筆要領：

（１）原稿形式

①原稿は未発表のものに限る。口頭発表及び配布資料はこの限りではない。

②原稿（注、引用文献、及び図表を含む）は、Ｂ5横書きパソコン原稿３８

字×35行で15枚以内（現場報告は12枚以内）とし、余白を左右２２ミ

リずつ、上下を２５ミリずつとする。フオントサイズは本文を１１とし、

注をそれ以下とする。頁番号はいれない。

③原稿は４部（コピー可）を送付するものとする。ただし、原稿は返却し

ない。

④原稿及び英文アブストラクトにはタイトルのみを記入し、執筆者名及び

所属は記入しないこと。

⑤引用文献、参考文献を含む原稿には、著者名、所属など、投稿者が特定

できる情報を記載しない。ただし、掲載決定後には当該情報を補うこと

ができる。

⑥投稿にあたっては、次の事項を記入した別紙を添付するものとする。

ｉ）和文による執筆者名、所属、連絡先、Ｅ･mailアドレス

ｉｉ）英文による論文題目、執筆者名、所属

iii）上記形式のＢ５，１枚（約350語）以内の英文アブストラクト（必

ずネイティブチェックを受けたものであること）

（２）統一表記

①節の表記は、１，２，３，．．．、小節の表記は、（１）、（２）、（３）、・・・

とする。

②注番号は、上付とする。

③邦文の論文名には「 」、書名・雑誌名には『」を

つける。

④英文等の論文名には“，'､書名･雑誌名はイタリック体とする。

（イタリック体が不可能な場合は、下線を引く)。

⑤文献の表示は、次の通りとする。

著者外国語著作で複数の場合はアルファベット順にする。

題名論文の場合は論文名の後に雑誌名、巻号数を入れる。

●
●
●
●

『
口
０
－
（
叩
／
］
（
く
雫
）
△
犯
一
一
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出版社名国外出版の場合は国名もしくは都市名も入れる。

出版年報告書等の題名に年号がついていても出版年は必ず入れ

る。

⑥以下の形式の例を参照すること。

（３）論文提出

投稿希望は２月１５日必着、論文提出は４月１５日必着とする。

戸、ジァ、ゴヘゴヘジ〆、ご戸、ご戸、ジ戸、ジヘジ戸、ジ〆、ザへ－房～戸～戸､－戸～毎､－戸～〆、－戸、－戸、ご〆～戸～戸、＝～戸～ヘーニーヂ、ご戸、ゴダーヘジ戸、ご戸～み～～

（形式の例）

題名

一副題一

（以下３行あける）

はじめに

「はじめに」を入れる場合は節に入れない。同じく

題目に数字を入れない。題名、副題、「はじめに」、

｢おわりに」を使用する場合も

｢おわりに」は太文字にする。

１．節の題目

（１）小節の題目

節の題目は太文字にするが、小節は太文字にしない。なお、表や図を使用する

場合は、以下のように表題、出典を明記する。

表１州別学校数（１９９５年）

初等教育 中等教育 高等教育

Ａ ２００ １００ ２０

Ｂ ９０ ４０ １０

(出典：MinistryofEducation.〃ﾋﾉUα12tわ､、助皿”Ｃ1993,ｐ､16）

〔注〕

1)Leger,Ｃ､,＆Romano,Ｊ・P.“BootstrapAdaptiveEstimation:TheThfimmed

MeanExample.,'ｍｅａｍａ必ｍｅﾉbzzmaﾉof洗冴雄tjbSZal990,ｐ､299.

2）BaX℃an，Alan・AjZigZmJ′ｏｆＡｕｓな没jianEtjhJca‘わ､、Melboume：Ｏ血rd

UniversityPress,1980.
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『オセアニア教育研究』編集委員会

委員長福本みちよ（玉川大学）

委員 (鹿児島大学）

(国際大学）

(大阪女学院大学）

(東京外国語大学）

(日本学術振興会特別研究員／東北大学大学院）

撚
怖
馴
誠
熊幹事

編集後記

本号より、編集幹事として『オセアニア教育研究』第１５号の編集作業に携わらせ

ていただきました。

本号では、本年度より組織され、活動を開始した「研究推進グループ」による活動

報告｢教育の日豪比較研究｣を掲載致しました｡オセアニア地域の研究知蓄積のため、

専門学会である本学会にて研究推進グループを組織することは非常に意義のあること

と考えますもその第一歩として、研究推進担当の佐藤会員に論考をお寄せいただきま

した。＜講演会報告＞では、第１２回大会にてご講演をいただいたパーク氏、員田氏

の両氏より、ご発表の要旨をまとめていただきました。原稿をお寄せいただいた両氏

に、この場をお借りして深く御礼申し上げますｂまた、＜論文＞では、厳正な審査の

結果、２本の自由研究論文、１本の研究ノートが掲載されました。さらに、前号に引

き続き、オーストラリアを対象としたく動向紹介＞を掲載しておりますｂ＜書評＞に

つきましては、今回は掲載することができませんでした。

最後に、執筆に際して、編集委員会への問い合わせが多く、中には執筆要領を確認

すれば済むと思われるものもございました。論文をご投稿いただく際には、最新の執

筆要領をぜひご自身にてご確認いただき、それを遵守の上、ご投稿いただけますよう

お願い致しますｂ会員の皆様の積極的なご投稿をお待ちしております。

(編集幹事高橋望）
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